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         （午前９時００分 開議） 

○議長（中川靖広君）  おはようございます。 

 ただいまの出席議員は１５名で全員出席であります。 

 これより本会議を再開し、直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、昨日に引き続きまして一般質問であります。順序に従い質問をお

受けいたします。 

 初めに、８番、西谷議員の一般質問をお受けいたします。８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それでは、通告に従いまして一般質問をいたします。 

 まず最初に、太子ぴんきり市についてでありますが、私が代表を務める斑鳩オンブズ

マンでは、毎年、食の安全と地産地消にこだわりながら、出来るだけ斑鳩町で収穫出来

たものを使用し、おいしいものを太子ぴんきり市で販売し、住民皆さんの評価を受けて

います。 

 しかし、今回の太子ぴんきり市の参加申し込みを観光協会にした時、受付で、２０区

画を予定していたが、既に町外からの多数の申し込みがあり、３０以上にもなり、２月

１０日に職員で抽選をして決定しますとの説明がありました。そこで、私は、斑鳩町観

光協会が催すのだから、数が多ければ斑鳩町の人を優先すればいいのではと申し入れ、

後日、抽選なしに出店出来ますとの連絡がありました。 

 ただ、斑鳩町民として太子ぴんきり市を盛り上げようと参加しながら、町職員をはじ

め多くの方が動員されているにもかかわらず、今年は特に観光客等の数が少ないように

思いました。 

 また、出店料１，５００円と車１台につき６００円の駐車料金を取りながら、元法隆

寺農協倉庫跡地の臨時駐車場は、あちこちぬかるんでいて、駐車した車は泥だらけ。よ

くこんな駐車場で駐車料金を取るなと、多くの人から不満の声を聞きました。 

 そこで、改めてこの太子ぴんきり市がどのような目的で町の観光協会として事業化さ

れたのか、その経緯について質問をいたします。 

○議長（中川靖広君）  清水都市建設部長。 

○都市建設部長（清水建也君） 太子ぴんきり市の目的、経緯ということでございますけ 

ども、この事業につきましては、質問者もおっしゃっておりますように、町観光協会の

事業といたしまして、太子ぴんきり市と銘打ちまして毎年２月２２日に開催されており

ますが、この２月２２日は、ご承知のとおり、聖徳太子のご命日に当たりまして、ちょ
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うどこの時期につきましては、観光のシーズンオフに当たることから、この太子ぴんき

り市の開催によりまして、集客効果をねらい、法隆寺並びに斑鳩町に訪れてもらう機会

の一つとしたいというのがその目的の一つでございます。 

 また、太子ぴんきり市におきましては、日用品等を持ち寄って、それを低価格で販売

してもらっておりまして、またその販売の時に、対面販売ということで、その会話を通

しまして、人と人とのつながりが生まれることから、聖徳太子の和の精神が伝わり生か

せるのではないかというふうに考えているところでございます。 

 また、世界遺産登録のつながりから、北海道斜里町から知床物産展として参加して花

を添えてもらっておりますし、また斑鳩町の特産品などにつきましても、斑鳩町物産組

合、農業振興会、郡の広域商工会連絡協議会にも販売に参加していただくことで、当町

の特産品につきましても、広く知っていただく機会の一つとしておるところでございま

す。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、部長が答えられたんですが、私は通告の時に、直接観光協会 

の事務局長にということでお願いしてたんですが、それはだめだったということなんで

しょうか。 

○議長（中川靖広君）  清水都市建設部長。 

○都市建設部長（清水建也君） 町の指定管理に伴って、観光協会は外郭団体でございま 

すんで、その代表というよりも、担当を所管しております、観光産業課を所轄しており

ます私の方から答弁するのが適当であるという判断で私が答弁させていただきたいと思

います。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それでは、次の質問に移りたいんですが、実際に今回の太子ぴん 

きり市の出店数は幾らで、そのうち町内の方がどれぐらい参加されたんか、あるいは町

外の方がどれぐらい参加されたのか、その数字についてお尋ねしておきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  清水都市建設部長。 

○都市建設部長（清水建也君） 先ほど、質問者も状況等につきましては若干お述べにな 

ったところでございますけども、本年度の当初は、前年と同様出店数を２０店舗として、

それ以上の申し込みがあれば抽選による出店者を決定するということにしておりました。

しかし、出店を希望される方が大変多くなったことから、旧農協の倉庫の跡地をお借り
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して出店者の駐車スペースとして、法隆寺を訪れる観光客の駐車場スペース以外は出店

スペースとして、申込者からの出店に出来るだけ多くこたえられるように配慮しながら

検討した結果、４５店舗分が出店出来る計画に変更したということでございます。実際

は、４３件の申し込みがあったところでございますけども、キャンセルがございまして、

当日の実際の出店数は３７店舗でございました。 

 お尋ねの町内、町外からの内訳といたしましては、町内の出店は３店舗、町外からの

出店は３４店舗でございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それでは、圧倒的に町外の方が多いんですが、昨年はフリーマー 

ケットの部門も３日間されたんですが、今回は１日と。それと、去年は知床からの出店

はあったんですが、それ以外はなかったんですが、今回は生駒郡の団体とかいう形も参

加されているということなんですが、実際こういう企画をされる時に、いつ、どこで、

どのような会議を経てこういう内容について決定されるのか、その辺の経過についてお

尋ねしときたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  清水都市建設部長。 

○都市建設部長（清水建也君） 昨年につきましても、知床物産以外に町内の出店もござ 

いましたが、お尋ねのこの内容についてだれがどのように決定していくのかということ

でございますけども、斑鳩町観光協会が、年度当初総会が開かれるわけでございますけ

ども、その総会におきまして、フリーマーケット実施という形でございますけども、こ

の太子ぴんきり市の実施も含んだ予算案及び活動方針が承認をされているところでござ

います。詳しい実施内容等につきましては、その年の参加店舗の数などの状況によりま

して、それに対応する形で事務局で対応しているということでございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） それでは、実際に今回３日間されて、私は去年よりも相当、参加 

されている方、あるいはお客さんについてもすごく少なかったような感じがするんです

が、実際に３日間でどれぐらいの売り上げというのがあったのか、あるいはどれぐらい

の方が３日間で来られたのかというのは、把握されておられますか。 

○議長（中川靖広君）  清水都市建設部長。 

○都市建設部長（清水建也君） まず、３日間のフリーマーケットの売り上げでございま 

すけども、出していただいております知床物産展及びフリーマーケットの売り上げにつ
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きましては、事務局として出店者からの報告を求めていないということでございますの

で、観光協会では把握していないということでございます。 

 それと、何名ぐらいの方々が来ていただいたのかということでございますけども、事

務局としては、２２日当日の参加人数がおおよそ４，０００人というふうに把握をして

いるということでございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 実際に、私は４，０００人もあったのかなという気がするんです 

が、今、部長が言われたように、主催する観光協会の事務局として、出店の売り上げ、

あるいはお客さんの３日間の数とか、そういうものについて、私はもう少し把握をし、

数字をきっちりつかむ、あるいは出店された方の意見とかをやっぱり聞くことによって

次につなげるような内容が検討出来るのではないかなということを、素朴に思ったわけ

です。 

 そこで、観光協会として、３日間で、出店が１日１，５００円とかという形であった

んですが、実際にどれぐらいの収入があって、そして経費とか色んな部分でどれぐらい

の支出があったのか、その収支についてちょっとお聞きしときたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  清水都市建設部長。 

○都市建設部長（清水建也君） 平成２０年度の収支についてでございますけども、まず 

収入でございますけども、これは、収入の分については出店料だけでございまして、１

店舗につき１，５００円で、３７店舗分の５万５，５００円となっております。別途駐

車料金１台について６００円いただいておりますけども、これにつきましては法隆寺観

光自動車駐車場の駐車料金として納入をしておりますので、このぴんきり市の収入には

なってございません。 

 これに対しまして支出では、啓発チラシの製作による印刷製本費が３万４，６５０円

等々、合計１７万７，２４６円となってございまして、差し引き１２万１，７４６円の

支出超過というふうになってございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） ちょっと細かいことをお聞きするんですが、今、出店料で５万５， 

５００円ということだったんですが、これは多分フリーマーケットの出店料やと思うん

ですが、具体的に例えば知床の出店されているところとか、あるいは農業振興会とか地

場の特産品、こういう店についても出店料は払っておられるんですか。それとも、そう
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いうのは別で、徴収はされてないということなんですかね。 

○議長（中川靖広君）  清水都市建設部長。 

○都市建設部長（清水建也君） 出店に当たりましての出店料をいただいておりますのは、 

このフリーマーケットの部分だけでございまして、知床物産展等々については、いただ

いておりません。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） フリーマーケットの分だけだということなんですが、私たちが実 

際に、私も何回か参加している中で、一時知床が来て、それで流氷があったという部分

については人がたくさん来られたと思うんですが、それ以降そんなに数もふえてない中

では、こういうイベントというのは、一つの目玉みたいなものを持ってこんと、なかな

か人というのは集まれへんの違うかな。 

 ましてや、各それぞれが、町内の方が例えば出店されたら、町内の方はそれなりに、

自分たちの知り合いの方に来てくださいよというようなことをＰＲされます。ところが、

実際には町内の方が３件で、ほとんど町外。それも、メンバーを見てますと、どこへで

も、そういう業としてやられているような方がおられるわけですね。それでは、結局人

を集めるというのは、方法としてはやっぱり無理やないのかな。もう少したくさんの、

せっかく太子の命日に聖徳太子の平和の精神ですか、ということを考えてやられるとい

うんでしたら、もう少し集客する工夫なり、もう少しアイデアを出して町内の方に参加

してもらうような形を私はすべきやないのかな。 

 実際に自分がやって思うのは、参加しようと思う時に、観光協会のやられている決ま

りとかというのを見た時に、なかなか参加しにくいような部分があります。例えば、今

回の場合でしたら、雨の場合は中止しますということがありました。実際に出店する側

として、準備のないようなものはないわけですから、必ず事前に用意したら、雨が降っ

て中止するかどうかは、その出店される方が決められたらいいんであって、観光協会が

一律に雨やったら中止しますというようなことを決める自身が、参加しようという人側

からとったら、なかなかしにくいのかな。 

 一方、今、お金を取られていない知床の物産展とか、あるいは農業振興会とかという

部分については、町がテントを立ててちゃんと場所を確保して３日間やられるわけです

よね。そしたら、それは別に雨であってもやられるわけですから、私は同じように、３

日間せいとは言いませんが、少なくとも同じような条件ですることが、斑鳩町内の方が
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気軽に参加出来るような下地づくりが出来るん違うかなというふうに思いました。 

 それで、これは私は基本的なことやと思うんですが、来たらもっぺんまた来たいな。

これは観光でも一緒やと思うんですが、もっぺん来たい、もっぺんまた買いたい、やっ

ぱりそういうことを醸し出すような演出なり方法が必要なんかなということを思いまし

た。 

 そういう中では、私も臨時駐車場へ車をとめに行きましたが、それはぬかるんで、車

をとめるのに苦労する。下手したら車が、タイヤがはまり込んでしまうような状態でし

た。こんなんも、実際には事前に砂利を入れてすれば済むことであって、そういう使っ

ていただける方の身になって考えるという、その一番大事な観光での視点が私は抜けて

いるように思いました。これは、出店をされている方も同様におっしゃっておりました

し、私のスタッフも何台か車をとめましたけども、みんなタイヤどろどろになって、そ

れこそ靴もどろどろになって、何でこんなんでわざわざこんなところへこんなままで臨

時駐車場をしたのだろうという不満の声を聞きました。 

 だから、あえて私は、非常にささいな問題ではありますが、一番住民と行政とのギャ

ップ、わかりやすいギャップを示すために、今回、質問をさせてもろうたわけでありま

す。 

 そこで、私は、観光のまちづくりを考える上で、観光協会の果たす役割というのは非

常に重要やと思います。観光というのは、その土地の輝く光を見るのが観光やというふ

うに思います。 

 幸い斑鳩町では、全体としては、観光ボランティアの皆さんの活躍で、斑鳩町へ観光

に来たら、非常に懇切丁寧に親切に案内をしていただけるという、そういうのは聞いて

おりますし、非常に大きな評価を得ています。しかし、肝心の観光協会自身が、私の目

から見れば、厳しいかもしれませんが、毎年の行事を漫然と消化しているだけというふ

うにしか映りません。 

 これからは、やっぱり斑鳩の観光というのは、寺社仏閣やのうて、農業との模索とか、

もっとこれまでにない新しい若い発想で、息の長い観光に私は取り組んでいく必要があ

ると思いますし、ぜひそのような若い感覚、あるいは斬新なアイデアを出していただき

まして、なお一層斑鳩の観光行政に取り組んでいただくことを期待いたしまして、次の

質問に移りたいと思います。 

 次は、住民の声を町政に反映するためにであります。 
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 まず最初は、町民体育大会の評価検討についてであります。 

 先日、私は、自治会長として町民体育大会の説明会に参加した時のことです。町の説

明の後、参加した自治会長から、私の自治会では、高齢者が多くて、町民体育大会の参

加者を集めるのが大変である。かといって、私の自治会だけが不参加となると、ほかの

自治会に迷惑がかかるので困っていると。そこで、毎年、町民体育大会の説明会で、自

治会の意見を聞いて町民体育大会を見直してはどうかと要望していますと。それで、一

体斑鳩町全体で、町民体育大会を見直すべきだという自治会はどれぐらいの割合なのか

という質問が出ました。それで、町からは、町民体育大会について、全く住民のこれま

で要望されていた調査をしていないことがわかりまして、多くの自治会長さんから不満

の声が上がりました。 

 今年で５１年目を迎える町民体育大会は、これまで自治会の連帯感をはぐくむなど、

私はそれなりの役割を果たしてきたことは認めますし、それは事実でありますが、一方

高齢化が進み、価値観の多様化や住民皆さんの勤務状況の変化など、年々町民体育大会

の参加者を集めるのが困難な状況にあり、またそのことが自治会役員の大きな負担とな

っています。当然、これは役員さん自身の負担もさることながら、昼食等相当自治会費

の負担も増大しているわけであります。 

 このような現状を見ると、町民体育大会の検証を行って、自治会ごとの縛りをなくし、

自治会役員の負担を軽減するような、いわばレクリエーション大会というような形で見

直すべきだと私は考えますが、町の考え方をお尋ねしときたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 町民体育大会の運営についての評価、検討ということでござい 

ます。 

 西谷議員も先日の説明会にご出席いただいたということで、内容はご存じいただいて

いるというふうに思いますが、この大会につきましては、町民の健康、あるいは体力づ

くりを推進し、スポーツに対する関心を高めまして、あわせて町民相互の親睦を図ると

共に、明るいまちづくりに寄与することを目的として、町民が一堂に会する町の最大イ

ベントとして取り組んでまいったわけでございます。 

 毎年５，０００人程度の住民の皆さんの参加を得ておりまして、そうした中で開催を

しているところでございます。会場にお越しいただき、また同じ地区や隣の地区の方々

と、互いに競技に参加し、あるいは競技を観覧し、また楽しく同じ時間を過ごすことに
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よりまして、人と人との絆をはぐくむきっかけとなってくるというふうに思っています。

そうしたことが、この地域の、人間の希薄化と言われている近所付き合いをまた深めて、

そして地域のコミュニティ形成に大きな効果も得ているものというふうに考えていると

ころでございます。 

 また、阪神淡路大震災でも言われておりますように、災害時に地域の人とのコミュニ

ケーションがあって初めてそうした多くの命が助かったというようなこともございます。

そうしたこともございますので、こういった機会をとらえて、お互いに顔つなぎ、ある

いは知り合いになるということも大事ではないのかなというふうに思っているところで

ございます。 

 この大会につきましては、今、議員もおっしゃっていただいているように、以前から

そうした競技について色々検討をしてまいりました。これは、初めのころは非常に競技

性が強くて、各地区で選抜をして、レクリエーションとか１００メーター競争とかいっ

たものにご参加いただいたというような状況がございます。そうしたことが、やっぱり

年齢層の高齢化に従いまして、実行委員会でもレクリエーション競技を多く取り入れよ

うということで、今はほとんどレクリエーションの競技になっているというふうに思っ

ています。最近は、男女の４００メートルリレー、これも以前は男子は８００メーター、

女子は４００メートルというような競技であったわけでございますが、男女とも４００

メートルリレーにしていると。そして、多くの参加がいただける綱引き大会、こういう

ものを多く持たしていただいているところでございます。そうした内容で、出来るだけ

多くの皆さんが気軽に参加していただけるような競技にということで、試行錯誤を重ね

ながら今日まで継続しているところでございます。 

 ただ、この大会に参加していただくに当たって、自治会長さんや地区の体育委員の方、

あるいは地区役員の皆さん方に、地区内の事情や、あるいは少子高齢化などによりまし

て、参加者を集めるのに非常にご苦労いただいているということについては、承知をい

たしているところでございます。 

 そうしたことから、自治会連合会ともご相談申し上げまして、アンケート等を行いな

がら、その中でちょうだいした意見などを参考にいたしまして、多くの方々が今以上に

参加しやすい、また子どもからお年寄りまでが共に楽しまれるような大会にして継続し

てまいりたいというふうに考えております。また、こうした色々な意見を賜りながら、

この大会がやっぱり町民の一つの憩いの場、あるいは多くの方がコミュニケーションの
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場として活用いただけるような大会にしてまいりたいというふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、教育長から答弁があったんですが、最終的に今の教育長の答 

弁の中で、自治会連合会を通じて全自治会に対してこの町民体育大会のあり方について

アンケート調査をされるということは、これは間違いないですね。次、それと、もしさ

れてその結果、大半の方が、今の町民体育大会の内容ではとてもやないけど参加出来な

いという数字が多かった場合、そのような場合にどのようにされるのか、その辺も含め

てちょっと聞いておきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） これは、２月の町民体育大会の自治会説明会で、アンケートを必 

ずさせていただくという約束はいたしております。その時にも、私、恐らく参加するの

はなかなか難しいという回答の方が多いんじゃないかなということも申し上げてたわけ

ですけども、いずれにいたしましても一応アンケートをとって、そのアンケートの結果

が、やめてほしいと、あるいはもう参加しにくいという色々な条件等ございます中で、

すぐ来年からやめますということにはなっていかないだろうし、ある程度そういう期間

というものを考えた中で、一つの区切りとしては、５５回をもってやめるのか、あるい

はそういうことの選択をやっぱりしていくことが一番大事ではないかなと思っておりま

す。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） いや、私が説明会に行って聞きながらあえてこの一般質問させて 

もらったというのは、今、町長が言われたようなことを、例えばアンケートしても、な

かなか町民体育大会を続けていくというような意見は少ないだろうという考え方を述べ

られまして、ところが、そやからいうて住民の声を聞き入れてそのようにやりますとい

うような答弁がなかったもんですから、実際に説明会で町長の意見を聞いておられた住

民の皆さんから、それやったらアンケートをしても意味ないやないかなというような声

を私の周りの中で聞いたわけです。 

 今、たまたま町長が５５回と、区切りとおっしゃいましたけど、これから５１回目の

町民体育大会があるわけですから、１年かけたら十分にそういう趣旨の徹底とか内容に

ついては、私は、検討も出来るし結論も出せるのやないかなというふうに思います。 

 だから、区切りがええとか悪いとかやのうて、今、住民の皆さんが非常に、私も初め
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て自治会長になって、自治会長てなかなか大変やなと思ったわけですが、実際に一方で

自治会離れが進んでいる中では、一つの要因として、自治会の役員になったら大変なん

や、その中にはこの町民体育大会も含まれたいるわけですね。だから、一方で住民の皆

さんは皆自治会に入ってほしいと町が呼びかけ、地域の災害とか連帯感をはぐくんでほ

しいとかいうようなことを言いながら、一方ではこういう、住民にある意味では結果と

して負担をかけることによって、自治会から住民の皆さんが離れていく。特に、自分が

役員の当番に当たってくるような年になってきたら、もうやめますねというような話を

時々聞くわけです。そうしたことを聞いた場合に、果たしてこれが本来の行政の姿なん

かなというた時に、非常に私自身は疑問に思うわけです。 

 だから、今まで町民体育大会の果たした役割というのは、それはそれなりにあったし、

それによって地域が団結したという、それは事実はあります。私自身も、ずっと二十歳

ぐらいの時から、役場職員でして町民体育大会にかかわっておりましたから、それは十

分にわかりますが、今はやっぱりこれだけ時代が変わり価値観が変わる中で、これまで

やってきたからまだ続けなあかんねんという発想よりは、毎年毎年やっぱりリセットし

て、今、必要なんかどうかということを、もっとやっぱりシビアな目で私は検討すべき

やないのかなというふうに思います。 

 小城町長は、せめて５５回というような切れのええ時でとおっしゃったんですが、私

は１年もあれば結論は出ると思うんで、その辺再度ちょっと町長にお尋ねしておきたい

と思います。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） 今、ご質問をされているように、私はやっぱり、西谷議員も役場 

の職員であった時分は、意欲を燃やしてやっておられた。しかし、現場を離れて、そし

てまた住民の立場を色々と聞かれる中で、こういう状況だと。 

 もう、今、時代が変わってきたというのは、やっぱり自治会長が１年でかわっていか

れる。その辺のことを考えていく中で、そういうことを考えたら、今、一番大きな問題

は何かといいますと、連帯意識がなくなってるんですよ。仮に、地震が想定されている

ように、東海・南海地震が近い将来に起こるという時に、起こってしもうたら、結局あ

のことが出来なかったと、あれさえしとったら出来たということは必ず言えます。 

 しかし、現状としては、そういうことの中でも、それは自治会長さんは、あるいは体

育委員の方々は、本当に苦労されてるんです。わかりつつ毎年これやってきてるんです。
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もう私ら説明会する中でも、必ず体育委員の方、自治会長さんは、もうやめてくれとい

うことをおっしゃるんです。しかし、やっぱり開いてみたら、かなりの方々が参加され

るんです。だから、そこらのとこをやっぱり調整していかなかったら、私は何も５５回、

そういうことよりも、来年、再来年で話が出来る。それは、一番手っ取り早いのは、そ

の次の町会議員の選挙でしたら、必ず５月にこれやっているわけですから、そういうと

ころのめどというのは、必ずあると思います。 

 だから、何も別に来年、今回の町民体育大会でアンケートをとらしていただいて、そ

してまた来年の新しく自治会長さんになられる関係等も、あるいは体育委員の方々にも

相談を申し上げて、そこらを十分徹底していかなかったら、片一方ではやめよと、片一

方ではレクリエーション大会したらええやないかと簡単におっしゃるけれども、レクリ

エーション大会にしても、それは自治会全部を対象にしていかんと、これまた難しい問

題ですから、そしたら、そんなレクリエーション大会もう俺要らんということになって

こようと思いますから、そこらを十分考えていかなかったら、なかなかそういう斑鳩町

民の団結力ということは、なかなかなっていかないんやないかと思ってます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 私は、色んな住民の方々の意見を聞く中で、よくこういうことを 

言われる時には、阪神大震災のことを大体例に出して、地域の活動が大事だということ

を言われるんですが、実際にはそれはその自治会の本来の日常の活動の中で私はクリア

出来る問題やないのかなというふうに思いますし、何も町民体育大会だけがそれを担っ

ているんやのうて、もっと色んな日ごろの自治会活動の中で、そういう醸成というのは

私は出来るのではないかなというふうに思います。 

 だから、ぜひともそのアンケートの結果を見て、住民の声を聞きながら、いかに住民

皆さんの負担を軽減しながら、気楽に参加出来る。もう強制で、とにかく言われるから

行かなあかんねん、うちの自治会がやめたらほかの自治会に迷惑がかかるから仕方なし

に行くねというような、私はこんな参加では、余り意味がないのではないかなと思いま

すんで、ぜひとも、本当に気楽にだれもが参加出来るようなそういう方向で検討をして

いただきたいということを要望いたしまして、次の問題に移りたいと思います。 

 次は、総合福祉会館の使用についてであります。 

 １３億６，０００万円もの公費で建設した総合福祉会館は、建てた以上は、当然のこ

とながら住民が使いやすいように配慮すべきであると考えます。 
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 そこで、オープンしてから今日までの会議室とか視聴覚室とか介護浴室、あるいは調

理室等の使用状況についてお尋ねしておきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 総合保健福祉会館の使用状況でございます。 

 まず、会議室１から４でございますけども、これでは延べ１８７回のご利用がありま

す。大会議室では、延べ５１回のご利用でございます。また、視聴覚室では延べ２９回、

また子育てルームにつきましては延べ４，６４９人、歩行浴室につきましては、１２月

からの３カ月間で２９８人、足湯は７，２５４人。また、保健センターでございますが、

こちらの方では、健康相談などで６カ月間に１万１４４人の方が、また調理実習室には、

ヘルシー料理教室とか栄養ミニ講座等保健センター事業で、９月からの半年間で延べ５

４日間、１，７２７人の方がご利用いただいております。また、介助浴室でございます

けども、介助浴室につきましては、昨年の１２月に１組のご夫婦のご利用があり、合計

で７回ご利用をされております。また、２月になってからは、高齢男性のお申し込みが

あり、３月には２回のご利用をいただく予定となっております。 

 以上でございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 実際に、今、聞いた中では、介護浴室の回数が非常に少ないのと、 

それと調理室についても、半年ぐらいで５４回ということですから、これについても数

としては少ないのかなというふうに思うんですが、ただ家族の方が付き添って入浴する

というのがこの介護浴室ですよね。それについては、これまで７回、３月から今度２回

利用されるんだということでしたが、実際に周辺のこういう福祉会館を見てましても、

我々議員が視察した時でも、近隣の町村の中で、介護浴室というのは余り利用されてな

いということがわかっていました。 

 それで、当然町としても、斑鳩町の近隣では一番最後に福祉会館を建設したわけです

から、当然そういう状況というのはわかっておられたにもかかわらず、この数字、介護

浴室の利用状況を見たら明白なんですが、こういう状況の中でなぜ介護浴室を設置され

たのかということを、ちょっとお尋ねしときたいと思うんですが。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） これ、平成１０年からこういう福祉会館建設の関係の委員会等を 

開かしていただいて、色々な資料等、また委員のご意見をいただく中で、やはり出来る
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だけ、斑鳩町の今度新しく出来るとこは、そういう風呂をやめて、そういう中でも介護

浴室と、そして歩行浴室ということに重点を絞ってこられたと私は思ってますし、そう

いう意見が反映されていると。 

 ただ、ご利用の関係等については、１２月からでございますから、色々とそれはあろ

うと思いますけども、私はやっぱり今の社会から考えますと、介護浴室等についても、

どこともデイサービスとか色んな関係等が、今、民間でもやっておられますように、

色々ございますから、そこらを十分連動する中で、出来るだけやっぱり参加をいただけ

る環境づくりに努力することが一番大事ではないかなと思っております。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、町長がいみじくも言われたんですが、私は介護浴室というの 

は、確かに以前の福祉会館、昔建てられた総合福祉会館には、当然その介護浴室という

ような発想がありましたけども、それはやっぱり今のように民間の介護サービスをする

会社がない時代の発想ではなかったのか。これだけ民間の介護サービスをする会社がふ

えてですよ、介護者を業者が送迎してくれると。それで、向こうへ連れていって、その

中で専門の職員が入浴をちゃんと、介護をしてくれる中では、当然民間の方へ需要もふ

えるだろうし、私は行政側がわざわざしても利用が少ないというのは、予測出来たんで

はないのかな。当然、周辺の近隣の町村でも、事実介護浴室というのは利用されてなか

ったわけですから、そういう部分の中では、今の状況が予測出来たにもかかわらず、町

長が言われる、風呂をやめて歩行浴室と介護浴室に絞ったんだと言われるけど、私はそ

れやったら、歩行の方をもう少し広くした方がまだ効果があったんかなというようなこ

とを素朴に思うわけです。 

 だから、介護浴室については、今後、やっぱり私はほとんど、たまたま３月に２回予

約があるということなんですが、あったとしてもこれぐらいのような状態でしか、１人、

２人ぐらいの部分での利用しかないのかなということを思うわけで、せっかくの公費を

注ぎ込みながら、私は余りいきにいってないのかなというふうに思います。 

 そこで、それに関連してなんですが、多くの住民の方から、斑鳩町の公共施設の中で、

最新の電磁調理器を設置したのが今の総合福祉会館にある調理室なんですが、以前に私

がお尋ねした時には、いや、住民には貸し出さないんだ、町の事業だけにしか開放して

ないということを町長がおっしゃったんですが、結構色んなところから、なぜあのきれ

いな新しい調理室が使えないのかなということを住民の方から聞かれます。 
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 そこで、もう少し住民の方に納得出来るような説明をちょっとお聞きしたいと思いま

す。 

○議長（中川靖広君）  小城町長。 

○町長（小城利重君） 以前からも、西谷議員、委員会でも質問されているように、答弁 

してますけども、これ、つくる時から、やっぱり保健センターの横に調理場というのが、

食との関係のこういう形ですね、特にやっぱり保健事業であるヘルシー料理教室とか栄

養ミニ講座、あるいは離乳食の教室、家族介護教室、こういう関係等について、やはり

食推協さんとか、あるいはそういう保健事業に伴うそういうものにやっぱりやっていく

ということで、一般開放は、中央公民館とか、あるいはまた東、西の公民館にもござい

ますし、そういうことでご利用いただきたいということで、こういう形で進めておりま

す。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 私ね、衛生面とかという部分も含めて言われようとしているとは 

思うんですが、それやったら別に公民館の調理室であっても、私は条件は一緒やと思う

んですね。実際に、私は、西の公民館も東の公民館も中央公民館も調理室を使いました。

それで、非常に使いにくい調理室になってます。特に東の調理室なんか、行かれたらわ

かると思うんですが、実際に洗い場のなかなかスペースもないような状態です。それで、

西の公民館の調理室については、こんなん２階にある。物を運ぶ時に非常に不便だとか、

いまだに水と湯と別々の蛇口がついているような、一番おくれているような調理室であ

ります。これは、中央公民館についても一緒であります。 

 だから、私はせっかく住民の皆さんの、公金というのは皆さんの税金なんですから、

やっぱり出来た以上は住民の皆さんが使いやすい、広く開放することやと思いますし、

それでその中でもし万が一そういう問題が出てきたら、その時に初めて検討をすればい

いのではないかなというふうに思うんです。 

 実際にそういう形で住民の皆さんの公金で建てて、そやけど規制をするという、この

辺がどうも私としては納得しにくいわけです。建てた以上、これは町の財産ではありま

すが、住民皆さんの財産であるわけですから、当然それを使う権利というのは、私は住

民にあるのやないかなというふうに思いますんで、ぜひともこういう部分について、広

く住民の皆さんに開放するように前向きに検討をしていただきたいと思います。 

 これは、次にもかかわることなんですが、私は町の考えておられることについて、住
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民とのギャップが常々非常にあるというふうに感じてますし、それが住民皆さんの町に

対する信頼感を損ねているのではないかなというふうに思います。 

 そこで、今回、この３月議会でもふれあい交流センターの入館料を徴収するという議

案が提出されていますが、その理由が何度考えても納得出来ませんので、もう一度わか

るようにちょっと説明していただけませんでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） ふれあい交流センターがなぜ入館料として取るかという 

ことでございますが、ふれあい交流センターいきいきの里は、現在入浴をされる方に入

浴料を徴収しておりますが、最近は入浴をされずに館内を長時間ご利用され、くつろが

れている方が増加してきました。また、高齢者の入館者が多く、入浴者数も増加してき

ているところから、入浴後の交流やくつろぎの場であります大広間の利用目的を損なわ

ないように整理をするため、館内を利用されます方については、一律に入館料を支払っ

てご利用をいただく形態に改め、入館料の設定につきましては、現在の「浴場の使用

料」を「入館料」に改めて、いわゆる入浴料と入館料が同じ金額で、入浴と入館が出来

るように改めるものであります。 

 それから、あと娯楽室、それから小広間等につきましても、入館料プラス使用料をい

ただくというふうに設定をしております。 

 以上です。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 結局ね、町の今のことをわかりやすく言うたら、例えば今までは、 

入浴料やから入浴しない人はお金は払わない。払わないで大広間でずっと囲碁や将棋を

されるから、ほかの入浴をされて出てきはった方にとっては、非常に占領されて迷惑や

から、みんな平等に使用されるんやから、入浴されない方も全部２００円もらおうとい

う考え方なんですね。それで、今までカラオケされる人については、カラオケルームの

使用料として１時間１，０００円を払っておられる方が、今度のこういう形になります

と、２００円プラス１，０００円を払わないかんということになるわけですね。それで、

喫茶店へ入る方も、今までやったら喫茶店はそのまま入れた、これについても入館料を

取るという考え方なんですかね。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 喫茶店につきましては、喫茶のみを利用されます方につ 
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きましては、外から直接喫茶室に入れるドアを設置させていただきまして、入館料なし

でご利用いただけるようにしたいと考えております。館内で喫茶室を利用される場合は、

入館料を払っていただいておりますが、館内からも喫茶室がご利用出来るようにもして

いきたいと思っております。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 実際に、私は囲碁とか将棋されている方というのは、お年寄りの 

健康からしたら、色んなところへ出歩いてもらうということは、ある意味では健康やし、

それで結果としては医療費の削減につながるんやないかなと思うんですが、実際にそう

いう形で、どうしても将棋や囲碁をしている方が邪魔になって混雑しているというよう

な状況やったら、それこそ奥の、小さい和室がありますよね、そこへ移動してもらった

らそれで済む話やないのかな。わざわざ、今まで取ってなかった人にまで２００円を課

したりとか、カラオケに入る人まで２００円プラスして払わんなんようなそういう考え

方そのものが、私はちょっとおかしいん違うかなというふうに思うんですね。 

 こんなん、わざわざ税金使ってまた新しい、喫茶については２００円もらえへんから、

そのもらわれないというか区別するためにわざわざまた新しい入り口をつけるんやとい

うような発想は、どっかずれているんやないのかな。もともとのその大広間で囲碁、将

棋されている方に説明をして、奥へ行って、仮に奥の今まで無料やったところを、例え

ば１回５００円取るんやったら、混雑してきましたんでそちらへ移っていただけません

かということでええん違うんかなというふうに思うんです。 

 だから、その辺のところは、私の通常考える中では、考え方というのは、私はちょっ

と違うんかなというふうに非常に思いました。今回改めて思いましたんで、この分につ

いては、また厚生委員会の中で話していきたいと思います。 

 それでは、最後になりましたが、「ごみゼロのまち いかるが」について質問いたし

ます。 

 町長は、２１年度の施政方針の中で、「ごみゼロのまち いかるが」を目指すという

ことをうたっておられますが、このごみゼロを目指すということの中で、具体的にどの

ような対策をとられるのか、お尋ねしておきたいと思います。簡単にお願いします。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 「ごみゼロのまち いかるが」の具体策についてのご質 

問でございます。 
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 当町では、ご存じのように、瓶類、缶類、ペットボトルの資源回収をはじめとして、

平成１７年１０月より、それまで埋立処理をしておりましたビニール類を資源化処理に

移行しております。また、平成１８年度からは、その他紙製容器包装類につきまして、

モニター地区によります分別回収を実施しております。さらに、平成２０年度からは、

河川敷等の刈り草や大量に搬入されます剪定枝葉を焼却処理から堆肥化処理に移行する

など、ごみとして処理するのではなく、資源化処理を充実させてきているところでござ

います。 

 また、発生抑制の対策としましては、平成１２年１０月よりごみ処理有料化を導入さ

せていただいており、その趣旨等を住民の皆様が十分にご理解をいただきまして、廃棄

物、資源物の発生量そのものが、ごみ処理有料化導入前年の平成１１年度と比較しまし

て、平成２０年度末では約３０％も減少する見込みであるなど、順調にごみ減量化、資

源化を進めてきているところであります。 

 しかしながら、全国的には、焼却灰の埋立処分場を含みます最終処分場は、平均であ

と１５年で飽和状態になるといわれており、最終処分場延命のため、当町におきまして

も、今後は、焼却する量の削減を含めましてさらに減量化を進めていく必要がある考え

ております。 

 そういったことから、平成２１年度では、これまでの対策に加えて、さらにごみの発

生抑制のための施策や新たな資源化処理といった施策を考えております。 

 まず、簡易包装の推進やレジ袋の削減といったごみの発生抑制でございます。これに

つきましては、これまで事業者や消費者の自主的な取り組みに委ねておりましたけども、

町内の店舗が計画的かつ統一的に簡易包装やレジ袋配布の削減といった環境活動が展開

できますように、環境協定の締結を視野に入れて対策を検討しております。 

 また、次に、資源化処理では、可燃ごみの約３０％を占めるといわれております生ご

みの堆肥化処理を実施すべく、２１年度では、モデル地区によりまして、生ごみ分別収

集を試験的に行い、堆肥化処理を行いながら、排出時や収集時の問題点や課題等を掘り

起こして本格実施につなげてまいりたいと、このように考えております。 

 さらに、将来的な展望といたしまして、可燃ごみの約１５％を占めております割りば

しや草花、木の切れ端など、いわゆる木くずにつきましても、分別収集を計画しており

まして、それらの資源化処理を進めていきたいと考えております。 

 また、その他紙製容器包装類につきましても、その取り扱いがそれぞれでありますこ
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とから、すべて古紙類回収業者が取り扱えない状況の中で、統一した排出方法は確立出

来ないかなど、古紙類回収業者とも協議を進めていきたいと考えております。 

 このように、生ごみ、木くずの分別収集、その他紙製容器包装類の完全回収が実施さ

れますと、約５０％以上の可燃ごみは減少するものと考えております。そうなりますと、

残りました可燃ごみの中身は、紙おむつなどの衛生用品が主流となってきますけども、

現在、業界の方でも紙おむつ等衛生用品の資源化処理について調査研究がなされている

というふうにも聞いております。実用化されますと、可燃ごみは限りなくゼロになるも

のと、このように考えております。 

 また、それ以外に、埋め立てをしております陶磁器やガラス製品などの不燃物の資源

化処理につきましても徐々に確立されてきており、この資源化のシステムが一般化いた

しますと、焼却や埋め立てといったいわゆるごみ処理が限りなくゼロに近付くものと考

えております。 

 この「ごみゼロのまち いかるが」を実現していくためには、住民の皆様のこれまで

以上のご理解とご協力がなければ実現出来ない施策でございますが、そういったことか

ら、住民の皆様には、さらにごみ減量化や分別収集の必要性につきまして十分ご理解い

ただけますように、自治会別環境問題学習会やごみのゆくえ探検ツアーなど啓発事業や

説明会を充実させていく中で、「ごみゼロのまち いかるが」の実現に向けた施策を展

開してまいりたいと考えております。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 今、部長の話をざっと聞く中では、それはごみを減量化すること 

であって、うたい文句である「ごみゼロのまち」ということには私はならへんの違うか

な。ごみをゼロにするということは、少なくとも収集の段階から、あるいはコンテナに

よって集めるとか、実際の袋を使わないで集めるようなことを発想として考えていかん

なん。あるいは、リサイクル、今は陶器もリサイクル出来るような形でそういう検討も

されているようですが、実際には町の指定ごみ袋でごみを集めている以上は、ごみをゼ

ロにするということについては、非常にうたい文句と現実とのギャップがあるのかな。

あるいは、企業の持ち込みごみ、昨日も同僚議員がおっしゃってましたけども、相当企

業の持ち込みごみがある中で、果たしてこれを斑鳩町が施政方針にあるようなごみゼロ

にするようなことが出来るのか。具体的な話で、例えば企業の持ち込みのごみについて、

今、町が言われているごみゼロのまちにする場合には、どのような形で対処されるんで
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すか。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 事業所の排出事業者の方に、昨日も申しましたけども、 

説明をいたしまして、ごみの分別、またはごみを減量化するようにご協力をお願いして

きているところでございます。 

 また、主には排出事業所、特に、今、生ごみが出ることが多いですけども、先ほど申

しましたように、生ごみにつきましても堆肥化ということで、将来全町的に取り組んで

いきたいと、このように考えているところでございます。 

○議長（中川靖広君）  ８番、西谷議員。 

○８番（西谷剛周君） 私は、生ごみを堆肥化するというのは、それはそれで考えとして 

非常にええと思うんですが、それを例えばわざわざガソリンを使って三重の業者まで持

っていって堆肥にせないかんのかな。それは、ＩＳＯ１４００１を取得している斑鳩町

として、そういうごみの処理方法というのは、この１４００１の目的と整合しているの

かどうかということも含めますと、非常になかなか、私は矛盾するのではないかなとい

うふうに思いますし、一方、生ごみについては、ミミズで生ごみを処理するというよう

なことが、今、着目されている。日々新しい発想でのごみ処理というのは進んでいます。

ぜひとも、やっぱりそういうところ、今の一番最先端の、環境に負荷をかけないような

ごみ処理、あるいは方法について、町として今後も検討をしていただきたいと思います。 

 私は、今回、住民皆さんの身近な問題を取り上げましたが、この項目のすべてに共通

するのは、住民不在の斑鳩町の行政であります。謙虚に住民皆さんの声に耳を傾けるこ

とが、私は地方自治の第一歩だということを申し上げて私の一般質問を終わります。 

○議長（中川靖広君）  以上で、８番、西谷議員の一般質問は終わりました。 

 続いて、１０番、浦野議員の一般質問をお受けいたします。１０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） 議長のお許しを得ましたので、通告書に基づきまして私の一般 

質問をさせていただきます。 

 まず最初は、今、住民の方々の大きな不安材料としまして、これからの暮らしはどう

なるのかということです。 

 アメリカのサブプライムローン問題に端を発しまして、未曾有の金融危機が世界に広

がり、日本経済も、今後、予想を超える不況を迎えようとしています。住民の多くは、

毎日、新聞、テレビ等で報道されますニュースを拝聴しまして、今後の暮らしはどうな
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っていくのかと、不安でいっぱいです。 

 本町は、数年前より財政の健全化を目指して、毎年行政コストの軽減化、効率化を推

進してきています。今後予想されます町税の減収、あるいは少子高齢化、また人口の減

少化は、この健全化政策にブレーキをかける要素となってきます。 

 こういった中、本町は、住民の暮らしをどのように守っていかれるのですか。具体的

に、また項目別に、例年と異なる施策について特に詳しくお伺いいたしたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） これからの時代にマイナスとなる要素はどれだけ住民の暮ら 

しに影響するのかというご質問でございます。 

 まず初めに、今後の人口の推計につきましては、国立社会保障・人口問題研究所の資

料によりますと、平成２０年１２月末現在２万８，５９６人の斑鳩町の人口は、平成３

０年には２万５，１８１人になると推計をされております。実に、３，４００人ほどの

減少が推計されているところでございます。 

 また、そのうち、０歳から１４歳までの人口は、平成２０年１２月末現在３，８６６

人から２，６４５人に約１，２００人の減少、１５歳から６４歳では、同時期で１万８，

１７２人から１万４，６７３人に約３，５００人の減少と推計をされております。 

 一方、６５歳以上では、同時期で６，５５８人から７，８６３人に約１，３００人の

増加が推計をされているところでございます。 

 このように、１５歳から６４歳までの人口、いわゆる生産人口と呼ばれます働き盛り

の世代が減少することで、町税収入の減少が歳入の中で大きな課題となります。現在の

税制度が続くものといたしまして、生産人口をもとに今後の税収を予測してみましても、

１０年後の平成３０年には、平成２０年に比べて約５億円程度の町税の減収が見込まれ

ております。 

 一方、６５歳以上の人口が増加することで、歳出では、国民健康保険事業や介護保険

事業などへの繰出金や後期高齢者医療などへの補助費が増加するものと見込まれており

まして、約２億８，０００万円程度増加するものと見込まれております。 

 このように、町財政をめぐる環境は明らかに悪化の方向に向っておりまして、景気の

減速傾向が加速する中、これまで以上に大幅な財源不足を覚悟せざるを得ない状況でご

ざいます。 

 このように厳しい財政環境ではございますが、今、住民の皆様は、福祉、医療の問題、
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出産、子育て、さらには雇用問題など、安全安心面や経済面において不安を抱きながら

生活を営んでおります。そうしたことから、住民の皆様の暮らしを守る出産、子育て、

健康、福祉等の施策の維持向上に努めていかなければならないと考えております。そう

したことから、平成２１年度の町長の施政方針にもございましたように、これらの施策

について充実した予算を計上をさせていただいておるところでございます。 

 ただ、これらを支える健全で安定的な財政基盤の確立の過程におきましては、住民の

皆様をはじめ各方面にわたり影響を与えることも考えられますが、住民の皆様に、住ん

でよかった、住み続けたいと感じていただける、そして何より重要なことは、次代を担

う子どもたちに自信を持って引き継ぐことの出来る斑鳩町の実現を目指して、全職員が

一丸となって財政健全化を成し遂げてまいる覚悟でございます。 

 以上であります。 

○議長（中川靖広君）  １０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） 今、１０年後の人口の減少、あるいは高齢者の増加ということ 

で、１０年後では５億円程度の税収が減収になると、また６０歳以上の人口が高齢化す

ることによって、介護あるいは後期高齢者医療などへの補助費が増加し、２億８，００

０万程度増加すると、合計で８億近いものが圧迫してくるというお話です。 

 もうちょっと回答とすれば具体的に、どの部門がどうなるのかをお聞きしたいわけな

んですけども、将来において不確定な要素もありますので、予測不能だとは思うんです

けども、具体的に想定しにくいこともわかりますけども、私はそれだからこそより厳し

い目で、どんな事態が起こっても、住民は、斑鳩町民は、この斑鳩町を捨ててどこへも

行けないわけですから、そのためにもより効率的な行政を目指していただきたいという

ことを要望いたしまして、次の質問に入らせていただきます。 

 ２つ目は、さきの質問者と少しダブるわけなんですけども、生き生きプラザが去年の

９月に開館になりまして、その活用率ですけども、子どもからお年寄り、またハンディ

キャップを持つ方々などすべての住民が安心して暮らせる福祉の拠点としてこの会館が

スタートされました。 

 本館には、研修室あるいは子育てルーム、調理室、健康相談室等々福祉全般にわたっ

て利用出来る施設となっているのですけれども、私はたびたびこの施設を見学に参るん

ですけども、どうも利用率が悪いように思えてなりません。開館してから期間も経てい

ませんので無理もないとも思うのですけれども、ここで現状の各施設の利用率がどれぐ
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らいなのか、わかればお伺いしたい。それと、その利用率アップについて、何らかの工

夫はされているのかどうか、この点をお伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 総合保健福祉会館生き生きプラザ斑鳩につきましては、 

質問者もご存じのように、また質問者もおっしゃいましたけども、子どもからお年寄り、

ハンディキャップを持つ人など、すべての人々が家庭や地域で安全して暮らせる地域の

保健、福祉の拠点として昨年の９月にオープンをし、半年が経過をしたところでありま

す。 

 さきの質問者の答弁とも重複をいたしますけども、まず利用状況、そして利用率とい

うことで答弁をさせていただきたいと思います。 

 まず、９月から２月末までの６カ月間の生き生きプラザ斑鳩の各施設の利用状況を申

し上げますと、会議室１から４では、先ほど申しましたように、延べ１８７回のご利用

があり、そして２，３０７人、一月平均にいたしますと３８５人のご利用がありました。

また、大会議室では、延べ５１回のご利用で人数は１，９９２人、一月平均で３３２人、

また視聴覚室では、延べ２９回のご利用で１９２人、一月平均で３２人のご利用となっ

ております。 

 また、子育てルームにつきましては、月曜から金曜日の週５日の開室で４，６４９人、

一月平均では７７５人、また歩行浴室につきましては、１２月からの３カ月間で、１日

３回ご利用をいただいておりまして、延べ２９８人、一月平均で９９人の方にご利用い

ただいております。また、足湯は７，２５４人、一月平均で１，２０９人のご利用とな

っております。 

 先ほども申しましたけども、保健センターでは、各種健診や健康相談などでこの６カ

月間に１万１４４人の方が、また調理実習室には、ヘルシー料理教室や栄養ミニ講座、

離乳食教室などの食育に関する保健事業等で、９月からの半年間で延べ５４日間、１，

７２７人の方がご利用をしていただいております。 

 次に、施設別の利用率でございます。利用率では、会議室１から４で、平均の利用率

が３３％、大会議室で３６％、視聴覚室で２０％となっております。 

 こうしたことから、利用を高める工夫ということでございますけれども、保健事業等

で小地域福祉会や地域に出向く機会などをとらえ、生き生きプラザ斑鳩の利用のＰＲを

してまいりたいと考えております。 
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 また、新年度からは、平日に生き生きプラザ斑鳩をご利用出来ない住民の皆様の利用

促進を図りますために、健康対策課、福祉課、社会福祉協議会と連携をいたしまして、

月に１回土曜日に、保健、福祉の事業やイベント等を実施し、気楽にお越しいただくよ

うにそのイベント等を実施してまいりたいと思います。また、子育てルームで行ってお

りますつどいの広場事業につきましても、新年度からは月に１回土曜日も開催し、より

多くの皆様にご利用いただきたいと考えております。 

 今後も引き続き、住民の皆様が気軽に生き生きプラザ斑鳩を利用していただけますよ

うに、常にＰＲに努めながら施設の運営に心がけてまいりたいと、このように考えてお

ります。 

○議長（中川靖広君）  １０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） 私も小地域福祉会のメンバーでして、この前、会議室を使わせ 

ていただいたりしました。また、孫もおりますので、子育てルームも２回ほど入らせて

いただいて、一緒に遊ばせていただいたんですけども、この施設に入らせていただいて

経験させていただきますと、非常によく出来てるなと思っております。 

 ただ、私が行った日は、非常に閑散としていて、まだまだ住民が周知されていないよ

うに思ったのですけれども、今、利用人数等を聞きますと、なかなか利用されてるんだ

なと、ちょっと認識を新たにしたところですけども、だけど利用されている方々の面々

を見ますと、いつも同じような方がされているなというのも感じております。町民のご

く一部の方が、繰り返し繰り返し利用されているなと。大半の方は、まだ利用されてい

ないようにも思います。 

 ご答弁でもありますように、今後、月１回土曜日にイベントを開催すると、それでも

って広く住民に利用していただくというふうなことでございますけども、特に小地域福

祉会等を、利用というたらちょっと言葉に語弊ありますけども、利用していただいて、

やはり会館へ一度来ていただく、住民の方に１回でも来ていただくというふうなことを、

イベント等を通じて推奨していただくと。そして、せっかく１０数億かけた施設ですの

で、やはり健康増進に寄与するように、会館の利用率を上げていただくという工夫を今

後重ねていただきたいなと思うわけなんです。 

 次の質問です。３つ目は、産業フェスティバルのあり方についてということです。 

 恒例の産業フェスティバルがいつも変わりのない方法でされていますけども、私の目

で見れば、産業の振興を真剣に考えたものではないように感じてなりません。産業フェ
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スティバルのあり方といいますか、方法について、何か改善策は検討されていないのか

どうか、お伺いします。 

○議長（中川靖広君）  清水都市建設部長。 

○都市建設部長（清水建也君） 産業フェスティバルの開催につきましては、農業、商工 

業の振興を図るため年１回開催をしているものでございます。言うまでもないことでご

ざいますけども、今年、平成２１年で１２回を迎えることになります。町民の皆様に展

示や即売、体験発表など交流とふれあいを通じまして、農業、商工業についての関心と

理解をしていただく機会づくりの場として開催をしているものでございます。 

 その内容につきましては、農業や商工関係の各機関、団体によります実行委員会を組

織いたしまして、その中で種々協議を重ねていただいて産業フェスティバルを開催して

いるといったところでございます。 

 この産業フェスティバルの経緯を申しますと、以前は「収穫感謝のつどい」という名

称で開催をされておりました。過去４０数年の時を重ね開催を行ってきたところでござ

いますけども、農業にとどまらず商工を含めた産業振興での見地から、平成１０年度か

らは、産業フェスティバルとして開催をしているということでございます。 

 ご指摘のございました、農産物の品評会や演芸等々につきましてマンネリ化をしてい

るんじゃないかといったご意見でございますけども、この実行委員会で実施内容を煮詰

めていっているという状況でございます。その中で、質問者もおっしゃるように、マン

ネリ化についてのご意見をいただいていることもございます。しかし、その一方では、

現在での形での実施だからこそ毎年多くの住民の方々が参加をいただいているんじゃな

いかといった面もございます。 

 今後、実行委員会でも検討を重ねていただくと共に、参加をいただいている方々から

アンケート調査を実施するといったことも重要なことになってくるのかなというふうに

は考えておるところでございます。 

 いずれにいたしましても、この実行委員会では、住民の皆様に親しみやすい産業フェ

スティバルでありますよう今後も努力をしていただくこととなってございますので、ご

理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

○議長（中川靖広君）  １０番、浦野議員。 

○１０番（浦野圭司君） 今、回答でもありましたように、以前は「収穫感謝のつどい」 

ということで開催されてたのが発端だということですけども、会場を見ますと、なるほ
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ど秋にとれた農産物が品評会されまして、優秀なものには賞を与えていらっしゃる。そ

の陰には、農家の方も、例えばダイコン１本を出すのに、あれ３本束でしたかね、２０

本ほどダイコンを引いたと。その中でいいものだけを選んだと。毎年出すけどもええ苦

労やというようなことも聞いております。 

 それと、一方では、余興をされてますけども、なかなか集客に苦労をされてるなと。

ちょっと以前ですと満杯やったんですけども、なかなか、半分ぐらいしか会場に入って

ないというふうなことで拝見させていただいているんですけども、何事もマンネリ化し

てきますと、参加される人数も減ってきます。何か一つでも、産業フェスティバルの取

り組みの仕方が変わったなあと、産業フェスティバルに行けば何か学ぶものがあるとい

う魅力的な要素を一つでも加えていただきまして、産業の振興に役立つようなものに位

置付けていただくことを切望しまして、私の一般質問を終わります。ありがとうござい

ました。 

○議長（中川靖広君）  以上で、１０番、浦野議員の一般質問は終わりました。 

 午前１０時４０分まで休憩いたします。 

         （午前１０時２０分 休憩） 

 

           （午前１０時４０分 再開） 

○議長（中川靖広君）  再開いたします。 

 次に、２番、小林議員の一般質問をお受けいたします。２番、小林議員。 

○２番（小林 誠君） それでは、私の一般質問をさせていただきます。 

 まず、学校支援地域本部事業についてでありますけれども、前回の議会で、平成２１

年度の実施希望事業の取りまとめや、１月中に一応計画を県や国の方に出すということ

でしたので、その後の進捗状況についてお伺いさせていただきます。 

 まず、２月３日に、委員会の方でも報告がありましたけれども、中央公民館の方で、

学校支援地域本部事業の説明会でボランティアの募集をされましたが、その後の登録状

況と、また学校支援ボランティア募集の用紙に、ボランティアを申し込まれる方が書か

れるボランティアの出来る内容という項目もありますので、それらについてもお願いい

たします。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 学校支援地域本部事業についてのお尋ねでございますが、さき 
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の１２月議会でも説明させていただいたというように思いますが、地域の方々のボラン

ティアによる協力によって学校をよりよいものにしていこうという、いわば学校の応援

団でございます。 

 学校支援地域本部事業の本格的実施に向けまして、平成２１年１月から、学校支援ボ

ランティアの募集を行っております。また、中央公民館で、２月３日に県政出前講座を

用いて学校支援地域本部事業の説明を行いまして、ボランティアの募集を行ったところ

でございます。 

 ３月２日の時点におきましては、シルバー人材センターと元気クラブいかるがの団体、

あるいは個人では３７名の方々にボランティアとして登録をしていただいております。

個人のボランティア登録の内容といたしましては、保護者の方々や小地域福祉会の方々

も多く参加していただいているところでございます。 

 支援可能な内容といたしまして、家庭科の実習時の補助や、あるいはバレーボール等

のクラブ指導、図書の修理とか、あるいは整理、あるいは校外学習時の引率補助と、こ

ういったようなことがボランティアの中で出来ますよというふうに挙げられている内容

でございます。 

○議長（中川靖広君）  ２番、小林議員。 

○２番（小林 誠君） 個人のボランティアの登録数が３７名と、２月３日の説明会より 

も、お聞きするたびに人数がふえているのかなというふうにうかがえます。そしてまた、

支援可能な内容として、ボランティア側がまだ遠慮されておられるのか、数としては、

内容としては、まだ少ないような気がします。 

 では、そのボランティアの活動の場を提供される学校側で挙がっている、学校側から

お願いするというご協力いただく内容についてお伺いさせていただきます。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 学校からの協力依頼をされているものについてでございますけ 

れども、学校から要望しておりますのは、学校図書の整理や本の読み聞かせ、あるいは

登下校の時の見守り、あるいは授業のゲストティーチャーや家庭科等の実習時の補助、 

あるいは学級園の整理とか校内の美化清掃等々が、今、要望の中に挙がっております。 

○議長（中川靖広君）  ２番、小林議員。 

○２番（小林 誠君） こちらの方もまだ手さぐり状態というか、学校の中に踏み込んだ 

要望というのが、今、挙がってませんので、これから挙がってくるという状況なのかな
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というふうに思います。 

 今、おっしゃっていただいた中に、美化活動等とございましたけれども、ボランティ

アの申込用紙にも書かれていたと思うんですけれども、環境整備（普段の掃除で行き届

かないところの掃除）というふうにありますけれどもね、初年度に関していえば、この

清掃活動というのは、ある程度限定して行われた方がいいのかなというふうに私は考え

るんですけれども、と申しますのも、美化清掃等の活動内容として、一般的には、やは

りトイレ掃除、床のワックス塗り、ガラス拭き、校庭の除草作業、こんな色んな活動、

清掃作業等にボランティアの方をお願いしたいところではございますけれども、まだ始

まったばかりですので、活動が浸透していない今の段階で、初年度では、特に真意とい

うか誤解されるようなおそれのある内容をボランティアの方にお願いするということは、

やはり出来るだけ避けた方がいいのかなというふうに考えます。ボランティアの方々は、

今はすごい熱意がありますので、そういう熱意を冷めないように、誤解されないように

配慮しながら、この事業を実施していただきたいと思います。 

 では、続いて・番目の平成２１年度に実施する学校支援事業についてお伺いします。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） ２１年度に予定しております事業につきましては、平成２０年 

度から実施しております学校図書の整備、これについてまだ完了しておりませんので、

これを引き続き実施してまいりたいというふうに考えております。 

 そしてまた、各学校より寄せられました協力内容を検討させていただきまして、３月

中に各学校と登録ボランティアの方々との調整を行ってまいります。そして、その中で、

学校の求めと地域の力をマッチング出来る事業を実施してまいりたいというふうに考え

ております。したがいまして、これは、清掃といいましても、やっぱり学校といいます

と非常に面積が広いというようなことがございますので、そうした点で人数の確保とい

うようなことも出てくるだろうと思いますし、色々とその中で検討しながら、お互いに

協力出来るものについて取り組んでいきたいというふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  ２番、小林議員。 

○２番（小林 誠君） 今、学校と地域がマッチング出来る事業とおっしゃっていただき 

ました。学校もボランティア側も、この活動を進めるに当たって、お互いにやっぱり熱

意や思いを持って臨んでいます。この思いを、活動イメージをマッチング出来る事業を、

今後、どんどんどんどん実施していただきたいと思います。 
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 また、この思い、活動イメージとの大きなずれが生じてしまいますと、今後の斑鳩町

での学校関係に携われる方々のボランティアの活動が左右されてしまいますので、十分

コミュニケーションをとって活動を推進していただきたいと思います。 

 この学校支援ボランティア活動は、人と人との関わり合いによって成り立つものであ

る以上、活動や人の相互の選択は、やはりやむを得ないのかなあというふうに考えてい

かなければいけないのかもしれませんけれども、やはりこのミスマッチをなくすように、

なるべくなくしていただくように、お互いの緊密な連携による共通理解によって当該事

業を推進していただきたいと思います。 

 続きまして、放課後子ども教室ですけれども、当初から色んなご意見が出ていますけ

れども、現場の方々が、実行委員会が、再度来年度実施するに至った経緯について伺い

ます。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 放課後子ども教室についての再度試行することについて、その 

経緯ということでございますが、１月２８日に最終の放課後子ども教室運営委員会を開

催いたしまして、平成２０年度の実施報告及び２１年度の取り組みについて会議を開催

させていただきました。 

 その実行委員会での報告内容でございますが、小学校４年生から６年生を対象に９月

から１１月の３カ月間試行として実施したその参加人数及び活動内容、それから参加者 

のアンケート結果の報告、そして協力団体の意見等をいただいたところでございます。 

 参加児童数につきましては、以前からも申し上げましたが、１５名と少なかった中で、

出席率につきましては、全体で９３．６％でございました。また、参加した児童のアン

ケートでは、来年度も実施されればまた参加したいとの声が多くございました。 

 また、協力団体におきましては、いい経験をさせていただいたなどの好印象を受けた

反面、参加児童の少なかったこと、あるいは他の協力者や団体の参加についても検討し

てほしいというような意見がございました。 

 また、学校からは、地域の方々と交流することが出来て、学校と違った子どもたちの

姿が見られ、大変有意義であったということもございます。今後は、教員の接し方につ

きましても、考えて検討していかなければならないとの意見もございました。 

 それから、ＰＴＡからは、低学年からの実施要望もございまして、ＰＴＡの関わり方

や迎えの方法等についても検討したら参加人数もふえるのではないかと、こういった意
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見もございました。 

 このような意見の出た中で、協議の結果、最終的に運営委員会の結論といたしまして、

昨年から始めた取り組みであるし、実施したことにより色々な問題点や効果も出てきた

と思われるので、このようなことを踏まえて、平成２１年度につきましては、募集対象

を１年から６年生の全学年を対象として、定員や実施の時期等も考慮して、地域のボラ

ンティアの方々の協力を得ながら、地域と児童と学校とが連携をとり、子どもたちの居

場所づくりのために再度試行的に実施していくという結論を得たところでございます。

これが今日までの経緯でございます。 

○議長（中川靖広君）  ２番、小林議員。 

○２番（小林 誠君） 実際に活動されている実行委員会の方々が、今年度行った活動を 

振り返ってみていただいて、そして来年度の活動を想像してみていただいて、再度取り

組んでいただけるということになったことには、すごい感謝しております。 

 そして、今、明らかになっている課題をクリアするために、新たな募集方法や運営方

法を試しながら再度行うとおっしゃっていただきましたけれども、その中に、今、おっ

しゃっていただいた中に、他の協力者や団体の参加についてもやはり検討していかなけ

ればいけないというふうにおっしゃっておりましたけれども、これを、学校支援ボラン

ティアの方々に対して、先ほどの学校支援地域本部事業と連携を試行しながら試してみ

てはどうかというふうなことを提案させていただくんですけれども、と申しますのは、

学校支援ボランティアの方々に対して、ハローワーク方式で募集内容を案内してみては

どうかという提案なんですけれども、従来の人材バンク方式よりは、やはりボランティ

ア側からすると、従来よりも負担感も少なくなりますし、また活動に応じて学校を選択

出来るというメリットもありますし、また学校支援地域本部事業との掛け持ちも可能と

なるような色んなメリットがありますのでね。しかし、この仕組みを成立させるために

は、事業の明確な活動を地域に情報発信していただかなければならないんですけれども、

お互いの主体性がより保たれる運営になるという点においてはすごいいいことだと思い

ますんでね、ぜひ検討していただきたいと思います。 

 では、最後の質問なんですけれども、放課後子ども教室の来年度のスケジュールです

けれども、どのように予定されているのか、お伺いします。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 平成２１年度の予定につきましては、対象学年を１年から６年 
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生の全学年で実施してまいりたいというふうに考えております。そして、募集につきま

しては、４月の中旬に参加者の募集を行いまして、開始時期を５月後半から６月上旬を

今のところ考えております。 

 実施時期につきましては、月２回を基本といたしまして、年間で１０回から１３回程

度というふうに考えております。開催日につきましては、水曜日を基本として放課後に

実施いたします。また、定員につきましては３０名ぐらいとして、大幅に上回った場合

につきましては、抽選をしてまいりたいというふうに考えております。 

 それから、児童の安全な下校を確保することから、やっぱり保護者の迎えが原則とい

うふうに考えているところでございます。 

○議長（中川靖広君）  ２番、小林議員。 

○２番（小林 誠君） 今、おっしゃっていただきましたけど、来年度の予定については、 

今年度のちょっと残念な経緯もございましたので、実際に募集してみないと、運営につ

いての細かなことは言えないのかなというふうに思ってしまいます。 

 当初から、本当に多くの意見が出て議論もなされながら、少ない参加人数での実施と

いうことになり、本当にこの放課後子ども教室の趣旨としての活動が出来たのか、デー

タがとれたのかという心配がある中で、当該事業を打ち切ることなく現場の判断で再度

試行となったことを、本当にうれしく思っております。 

 この放課後子ども教室も学校支援地域本部事業も、事業として、厳密に言いますと確

かに違う部分もございますけれども、前回の一般質問でも言わせていただきましたけれ

ども、やはり住民側から、これを行うボランティア側や保護者側、子どもたちの側から

しますと、一般の方々からは、やはり区別して行っている、受けているというふうな認

識はないと思うんですよね。これらの事業がだれのために行われているのか、一部のた

めに行われているわけではないんで、住民の生涯学習や子どもたちの学校経験、学習経

験をより豊かにするために行われて、大きく言えばそのために行われていますので、こ

の事業だからこうとかそういうことをおっしゃらずに、柔軟に対応していただきたいと

思います。そして、より身近に私たち住民が実感出来るように展開していただくように

要望をして、私の一般質問を終わります。 

○議長（中川靖広君）  以上で、２番、小林議員の一般質問は終わりました。 

 午後１時まで休憩いたします。 

         （午前１０時５６分 休憩） 
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            （午後 １時００分 再開） 

○議長（中川靖広君）  再開いたします。 

 次に、１１番、飯髙議員の一般質問をお受けいたします。１１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） それでは、これより通告書に基づきまして一般質問をさせてい 

ただきます。 

 その前に一言申し述べさせていただきます。 

 昨年から続く原油や原材料の高騰により、物価高が続き、生活に大きな影響をもたら

し、またこれに加えてアメリカ発の金融危機が追い打ちをかけ、景気の減速感が強まっ

ています。 

 このような中、国の方では、今回、経済対策、すなわち生活者対策として、国民生活

の安全はもとより、暮らしの安心を守るため、緊急性や必要性の高い問題を盛り込んだ

対策が予算化されました。また、新たな対策として、当面の経済が悪化している局面で、

景気の回復、そして国民生活を支えることを最大のねらいとして、１つは生活者対策、

２つ目には雇用対策、３つ目には金融、中小企業の支援、４つ目には地方への応援策が

講じられております。 

 特に、１つ目の生活者対策として、物価高や所得の伸び悩みに苦労されている家計を

応援するため、緊急支援策として定額給付金を予算化され、個人消費を活性化し、景気

を下支えすることが期待されます。また、妊婦健診の無料化や子育て応援特別手当の支

給、さらに介護人材の確保や介護従事者の処遇改善が盛り込まれております。 

 ２つ目の雇用対策では、自治体による雇用の創出、離職者への住宅・生活支援や雇用

の維持と正規雇用化の促進への対策が進められるようになっております。 

 ３つ目の金融・中小企業支援では、保証・貸し付け枠の拡大で、中小企業の資金繰り

を支援し、万全を期すように進められております。 

 ４つ目では、地域活性化として、地域活性化生活臨時交付金で、下水道や、また浄化

槽の整備、また学校耐震化や防災強化対策など、住民生活に密接に関係する社会資本整

備などに幅広く使えるようになっております。 

 当町においては、以前に学校の耐震化においては、前倒しで強化推進し、また防災面

においては、備蓄数量・品目を追加し、また防災用機材においても備蓄を進められてお

り、防災機能の充実を図っています。大変評価するところでございますが、しかし課題
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はたくさんあります。 

 以上のことを踏まえ、今回、平成２１年度の予算に盛り込まれ、諸案件について審議

されるようになっております。特に、年金、医療、介護などの社会保障制度をいかに維

持し信頼されるものにしていくか、医療や介護に予防重視の視点を取り入れ、社会保障

の基盤を強固にする必要があります。 

 また、子育て支援少子化対策では、平成１９年の３月定例議会の一般質問で、妊婦や

出産に伴う高額な負担が出生率の低下を招く一因となることから、妊婦の負担軽減につ

いて、同年１２月定例議会に再質問し、その後、妊婦健診の拡充を求める要望書と共に、

町内の方々２，４８０人の署名を添え、代表の方々と共に町長に提出させていただいた

経緯がございます。 

 その後、平成２０年度予算には、妊婦健診の公費負担回数を１回から５回に拡充され、

今回の予算においては、妊婦健診の公費負担を５回から１５回に拡大するなど、２年前

に街頭等で署名を寄せていただいた２，４８０名の声を、その後もしっかり受けとめて

いただいたと考えております。しかし、子育て支援に係る施策については、これにとど

まらず、より以上に具体的に手を打っていかなければなりません。 

 町長の先日の施政方針の中には、先が見えない緊張と混迷の中で、今後の町政のあり

方、ふるさと斑鳩のために何をなすべきかとの思いを心にきざみ、町政運営に取り組む

決意を述べられております。町行政は、今後もしっかり住民の声を受けとめ、山積する

課題に果敢に挑戦し、住民の負託にこたえる行政改革を進めていかなければなりません。

住民の不安を取り除き、安心と希望のビジョンを示すことこそ、政治に課せられた重要

な課題であります。 

 今回の一般質問は、以上述べましたようなことを踏まえ、今、求められている課題、

問題について、提案も含め質問をさせていただきます。 

 では、１番目のＡＥＤ、自動体外式除細動器設置の普及についてでありますが、これ

につきましては、平成１８年の３月定例議会におきまして、ＡＥＤの設置と救命講習及

び周知について、一定の質問をさせていただいた経緯があります。 

 ＡＥＤは、ご存じのように、心肺停止患者の心臓に電気ショックを与え、心臓の動き

を正常に戻し、救命する装置です。このＡＥＤは、愛知万博でも約１００台設置され、

心肺停止状態に陥った男性を居合わせた来場者が使用して救命し、話題になりました。

今では、空港や各地の公共施設、スポーツ施設等に設置され、推進の拡充が行われてお
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ります。 

 また、このＡＥＤの使用については、人命を救助する装置だけに、救命講習等の実施

が不可欠であります。 

 前回、平成１８年の一般質問におきまして、今後、地域の連携と救命意識の向上につ

ながるよう、その時の動向を見据えながら順次配備していただくようにと要望しており

ました結果、その後ＡＥＤに対する認識が高まり、当時７カ所の設置であったのが、現

在２２カ所に拡充され、主に公共施設で設置され、救命講習等も実施されていると聞い

ております。今後、ＡＥＤの設置については、自治会等の求めに応じて普及をすべきと

考えます。 

 そこで、以上の点を踏まえて２点についてお伺いいたします。 

 まず、①点目のＡＥＤの使用の状況でございますが、ＡＥＤの使用とその対応によっ

ては、その生死を分けることになります。例えば、１分おくれるごとに救命率が７～１

０％ずつ下がり、１０分を過ぎると救命は難しいとされています。発生から３分以内に

ＡＥＤが使われた場合、７４％が救命に成功すると言われております。当町において、

２２カ所でＡＥＤが設置されていますが、その使用状況についてお伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 現在のところ、これらの施設において、ＡＥＤの設置後に使 

用したことはございません。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） 今、部長のご答弁で、使用されていないということで、幸いに 

今まで大事に至ることがなかったということで、安心しました。しかし、いつ使用しな

ければならないという事態に備えて、今後、救命講習が必要です。町としては、今まで

には講習はされてると思うんですけども、その実績について参考までにお伺いいたしま

す。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） ＡＥＤの使用に関する講習の実態についてでございますけど 

も、町職員に対しましては、まず、平成１１年度より救命講習を西和消防署から講師の

派遣を受けて開催してまいりましたが、ＡＥＤにつきましては、平成１６年７月の医師

法の改正によりまして医師や救命士以外でも使用出来るようになったことを受けまして、

平成１７年度よりＡＥＤ講習が必須項目となったことから、町職員がこの救命講習を受
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講する際には、ＡＥＤの使用方法についても講習を行っております。受講済み職員数は、

平成１７年度３５名、平成１８年度３６名、平成１９年度４２名、平成２０年度４４名、

延べ１５７名でございます。 

 また、各住民団体等におかれましても、西和消防署に依頼いたしまして、講師を派遣

していただくことによりまして、救命講習を受講していただくことが出来ます。 

 平成１９年度、２０年度の講習受講実績といたしましては、平成１９年度で、公共施

設といたしましては、中央体育館、プール職員等で２回の延べ３９名、学校関係は３団

体、これにつきましては法隆寺国際高校も含んでおりますけども、延べ６３名、自治

会・福祉会２団体延べ２９名、その他住民団体５団体延べ１０２名、合計で２３３名で

ございます。 

 平成２０年度ですけども、公共施設では中央体育館２回延べ１９名、学校関係、これ

についても法隆寺国際高校を含みまして３団体延べ６６名、自治会・福祉会で２団体延

べ４４名、その他住民団体４団体延べ１１０名、合計２３９名となっております。 

 今後におきましても、より多くの住民の方が使用方法を習得出来るように、救命講習

の周知に努めてまいりたいと考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） 今、ご報告を聞いてみますと、確かに毎年救命講習の回数がふ 

えているということで、住民に対する認知度が拡大されてきたかなと思います。今後も、

今、ご答弁にありましたように、ＡＥＤの救命講習は必須でございますので、機会ある

ごとに住民の方に周知していただくように要望しておきます。 

 それで、次に②点目なんですけども、ＡＥＤの設置の普及について、先ほども冒頭で

ふれましたように、３年前の一般質問の折に、これは教育長に、ＡＥＤの貸し出しにつ

いて私が提案させていただきました。その時に、教育長のご答弁では、そごを来すよう

なことがあっては困るとの理由から出来ないということを言われたわけなんですけど、

その時私は、最初なんで、なかなか住民の方には周知されてない。その中にあって、急

に普及を拡大していくのは、ちょっと考えもんかなということでもあったと思うんです

けども、今、ご報告ありましたように、かなりの住民の方に周知されいるという、広が

っている中におきまして、あれからちょうど３年がたつわけですけども、今後、この普

及と同時に、住民の人の認識を高める上においても、ＡＥＤを広く、例えば自治会等で

行われるイベントに貸し出しとして考えるべきではないかなとは思うんですけども、い
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かがでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 今、ご質問者も申されましたように、平成１８年の３月に飯 

髙議員から、学校関係のＡＥＤ設置に関するご質問の中で、貸し出しについてのご質問

がございました時に、教育長の方から、貸し出しについては今のところ考えていないと

ご答弁をさせていただいたところであります。 

 しかしながら、当時に比べまして、ＡＥＤの認知度が急速に広まったことや、簡単な

操作で使用出来ること、また安全安心のまちづくりを推進していく上で、住民の方々に

安心を提供することは町の使命であることから、他の市町村の状況等を研究していく中

で、貸し出しにつきましても今後検討をしてまいりたいと考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） この貸し出し制度におきましては、ちょっと調べてみますと、 

自治体でそういった制度を取り組まれております。確かに、ＡＥＤの保管については、

やはりある程度の枠を決めながら、ちゃんとした制度の中で使用していただくというの

がありますけども、その辺はやはり検討いただいて、また条件整備もきっちりと整えて

いただいて、貸し出しの方向でお願いしたいんですけど、例えばこれを貸し出しすると

なれば、一番大事なのは、やはりその地元の方が、借りようとしている方が、まずＡＥ

Ｄの講習を受けなければならないというのが、僕は必須かなと思ってます。そういう意

味においては、貸し出しすることによって、ＡＥＤの認知度というのが広がっていくと

いう意味においては、この制度は有効かなと思いますので、今後、よく検討していただ

くということで要望しておきます。 

 次に、２番目の地方自治体におけるＩＣＴ（情報通信技術）活用の取り組みについて

でありますが、自治体によるサービスの利便性を高める観点からも、公共施設の予約、

また各種イベントの申し込みなど、住民に身近な行政サービスのオンライン化のニーズ

は高まっております。 

 総務省では、２０１０年までに、利便、効率、活力を実感出来る電子自治体を実現す

ることを目標に、電子自治体を推進し、申請、届け出、手続におけるオンライン利用率

を高め、多くの住民が利用し、満足出来る電子行政の実現に向け、一層の推進を図って

いくよう呼びかけられております。 

 自治体によっては、非常に先進的な取り組みを行っている自治体があり、一方では、
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多くの自治体では、ＩＣＴを十分活用していない状況もあります。財政が厳しい状況の

中にあって、地域におけるＩＣＴの活用は、住民福祉の向上や、また地域コミュニティ

の再生に大きな役割を果たすと期待されております。 

 そこで、以上の点を踏まえて２点について伺います。 

 まず、①点目のＩＣＴの活用状況について。 

 当町においては、電子化による効率的な運用をしていただいていると思いますが、そ

の活用状況についてお伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 国のＩＣＴ改革戦略におきまして、ＩＴの構造改革力の追求 

の一つとして、世界一便利で効率的な電子行政を位置づけ、平成２２年度までに、国、

地方公共団体に対する申請・届け出等手続のオンライン利用率を５０％以上にするなど

の目標を掲げ、電子政府推進体制の強化を積極的に推進されています。 

 本町におきましても、これらの状況を踏まえ、これまでに地方公共団体間を安全な通

信ネットワークで結ぶ総合行政ネットワークを整備し、またインターネットで申請・届

け出等を手続する際に懸念される他人によるなりすましや改ざんなどの危険性を、従来

の印鑑のかわりとなる電子証明書を交付することにより防ぐ公的個人認証システムの導

入をいたしております。 

 なお、電子証明書の交付方法は、住基カードに証明書データを格納することでありま

して、利用者がそれぞれのパソコンにＩＣカードリーダーを介して接続することによっ

て、電子証明書を使用することが出来るものでございます。 

 その他にも、県庁舎、県内市町村庁舎及び県出先機関を結ぶ高速の大容量の情報通信

基盤でもあります大和路情報ハイウエイを共同で整備、維持管理し、先ほど申し上げま

した総合行政ネットワークへの接続や、後期高齢者広域連合電算処理システムへの接続、

地方税ポータルシステムの構築など、多様な行政サービスに活用をいたしているところ

でございます。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） このＩＣＴシステムを開発している自治体においては、広域連 

携においてＩＣＴの活用が進んでいるところもございます。また、複数の自治体による

システム共同開発、また有効的なＩＣＴの活用がかぎとなる場合があります。今後にお

いて、自治体におけるＩＣＴの活用を進める上において有効かなということで考えてお
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ります。 

 また、国の支援策があるにもかかわらず、推進体制を整備していない自治体もあると

聞いておりますが、本町においては、今、ご報告がございましたように、有効的な電子

行政を積極的に運営されているということがわかりました。しかし、今後、ＩＣＴの分

野は、時代の流れと要請に伴いさらに拡充されつつありますので、よろしくお願いした

いと思います。 

 次に、地域の情報化による地域活性化についてでありますが、今後、ＩＣＴの活用に

よっては、地域の活性化はもとより、住民のサービスの向上にどのように反映させてい

くかを伺います。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 本町におけます地域の情報化としましては、先ほどのご答弁 

で申し上げました情報通信基盤整備を活用し、自宅や職場のパソコンからインターネッ

トを通じて、各種申請・届け出等手続が出来る汎用受付システムを順次導入していると

ころでございます。 

 この汎用受付システムは、県及び県の市町村で構成されます奈良県電子自治体推進協

議会において、共同で開発、維持運営し、県内全自治体で汎用的に使用出来るものとな

っております。 

 当町におきましても、公共施設の空き状況の照会や予約申し込みが出来る施設予約シ

ステムを、昨年６月に、中央公民館、東公民館、西公民館、すこやか斑鳩・スポーツセ

ンターにおいて導入したところでありまして、今後、その他の行政手続につきましても、

その導入を随時拡大していく予定であります。 

 また、新たなＩＣＴを活用いたしました行政サービスの提供につきましても、この奈

良県電子自治体推進協議会におけます情報システムの共同開発、運営、情報機器等設備

の共同調達を積極的に活用することで、効率的かつ効果的な導入を進めたいと考えてお

ります。 

 このように、これまでの整備してきました情報設備を十分活用しながら、住民サービ

スの向上を図りつつ、また従来の業務の電子化による簡素で効率的な行政運営の実現を

引き続き進めて、当町におけます電子自治体の構築を目指してまいりたいと考えており

ます。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 
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○１１番（飯髙昭二君） 現在、実施している施設予約システムなどの周知について、今 

後どのようにされていくのか、お伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） ご質問の周知方法でありますけども、施設予約システム導入 

の際に、広報いかるがお知らせ版に、これは４月ですけども、インターネットで施設予

約を開始する旨の案内記事を掲載いたしまして、町ホームページの対象施設照会ページ

にも、案内及び施設予約システムポータルサイトへのリンクを掲載いたしております。

また、対象施設におきまして、案内チラシを配布いたしまして、来館した申請者に声か

けをしながら、その周知に努めているところでございます。 

 今後につきましても、引き続き定期的に町広報紙による周知等を行い、少しでも多く

の住民の皆様にその利便性をご体験いただいて、電子申請の利用率を上げてまいりたい

と考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） 先ほども少しふれましたように、ＩＣＴの活用は、その推進体 

制が積極的な自治体とそうでない自治体とでは、今後、行政サービスやコミュニティ、

また他の多くの分野において、情報システムの開発が進むにつれ格差が生じてまいりま

す。このようなことから、今後も、国、また県の動向を見ながら、効率的で、また効果

的なシステムかどうかをよく見極めていただきまして、活用していただきたいと要望し

ておきます。 

 次に、３番目の質問に入ります。 

 子どもの運動能力の低下についてでありますが、時代の変化と共に、今、子どもたち

の生活環境の変化に伴い、昨今の子どもの体力の低下が指摘されております。文部科学

省は、今年１月２１日、全国の小学校５年生と中学校２年生を対象に、初の一斉調査と

なる全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果を公表されました。体力の低下を指摘

されている子どもの体力を正確に把握し、今後の取り組みに生かすことが目的で、全国

の７割の小中学校が調査に参加したとのことを聞いております。ちなみに、この調査の

結果、体力・運動能力とも全国トップクラスだったのが、福井県となっております。 

 子どもたちの健全育成の基礎となる体力向上のため、体力低下の原因と今後の方策を

さぐり、今の取り組みに生かしていく必要があると考えます。 

 そこで、以上の点を踏まえて２点について伺います。 
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 まず、①点目の子どもの体力・運動能力の状況についてでありますが、奈良県の全国

体力・運動能力、運動習慣等調査を見ますと、運動能力テストの結果、全国で小中学生

とも４０位以下になっております。当町においては、体力向上の取り組みをされている

とは思いますが、体力・運動能力の状況について伺います。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 子どもの体力・運動能力の状況についてということでございま 

す。その斑鳩町の状況はどうかということでございますが、児童生徒の体力につきまし

ては、昭和６０年をピークに、全国的に低下傾向にございます。積極的に運動する子ど

もとそうでない子どもの二極化が進んでいるということは、これまでの体力テストから

明らかになってきてまいっております。今年度より、文部科学省が実施した全国体力・

運動能力、運動習慣等の調査の結果から、奈良県の児童生徒の体力は、全国に比較して

低位であるという結果が出ております。 

 体力低下の原因といたしましては、まず、子どもの生活環境が大きく変わってきてい

ることが考えられます。例えば、今の子どもは、生まれた時から親の自動車に乗せられ

て、長い距離を歩く経験がございません。また、生活様式が大きく変わりまして、体を

動かす機会が非常に少なくなってまいっております。また、親の意識にも、危険が伴う

遊びを認めなかったり、あるいは汚れることを嫌ったりする傾向も強くなっています。

小学生になっても、習い事やテレビゲーム等が普及し外遊びの時間が減っているという

のも大きな原因であるというふうに思っています。少子化で遊ぶ仲間がいない、あるい

は子どもだけで遊ぶことに安全上の不安が大きくなっているなど、時間、空間、子ども

の減少により、子どもたちは室内に閉じこもりがちになってまいっているのが現状だと

思っております。 

 斑鳩町の体力調査の結果でございますけれども、学年、性別によって数値に上下はご

ざいますけれども、平成２０年度の全国体力・運動能力、運動習慣等の調査の対象学年

でありますが、小学校５年生で４種目、これは握力、５０メートル走、ソフトボール投

げ、立ち幅跳びでございますが、これの平均値を見ますと、男子で４種目中２種目が全

国平均値、それから奈良県平均値を超えております。上回っているということでござい

ます。それで、１種目、立ち幅跳びが奈良県平均値を超えております。そして、全国平

均値からは低いということでございます。女子では、４種目中１種目、ソフトボール投

げが、全国平均値、奈良県平均値を超えているということでございます。 
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 また、中学校では、対象学年であります中学校２年生で、対象種目、握力、５０メー

トル走、ハンドボール投げ、立ち幅跳び、持久走の平均値を見ますと、男子５種目中２

種目、５０メートル走と持久走で全国平均、奈良県平均を超えております。そして、２

種目、握力と立ち幅跳びが奈良県平均を超えておりまして、全国の平均値から下回って

いるという結果でございます。また、女子では、５種目中１種目、ハンドボール投げで

全国と奈良県平均を超えております。そして、あと立ち幅跳びが奈良県平均を超えてお

ります。立ち幅跳びは、全国平均からは下回っているということでございます。 

 こういった状況でございます。したがいまして、幼児期からやっぱり運動好きな子ど

もたちをはぐくむよう指導に工夫をし、子どもたちの体力向上を図っていきたいという

ふうに考えているところでございます。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） 今、教育長の答弁の中において、種目別で評価ということにな 

ってるんですけど、上下があってはっきりわからないわけですけども、実際に平成２０

年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果の体力合計点というのがあるとは思う

んですけども、斑鳩町、今回では１校だけということで聞いておりますけども、その状

況について教えていただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） ２０年に実施いたしました全国体力・運動能力、運動習慣等調 

査につきまして、斑鳩町では１校が参加いたしております。それの点数でございますが、

男子の体力合計点は５４．５点でございます。全国平均の体力合計点の５４．１８、あ 

るいは奈良県の合計点の５２．９５点を上回っているという状況でございます。 

 それから、女子の体力合計点は５４．１点で、全国の体力合計点５４．８４点を少し

下回っているということでございます。それから、奈良県の体力合計点５２．７５点よ

りも若干上回っているというのが結果でございます。 

 男女ともほぼ全国平均並みでございまして、こうした休み時間、あるいは特別活動、

運動場で縄跳びをしたりドッジボールやサッカーを盛んに行いながら、体力づくりのた

めの取り組みを行った結果がこういうふうに出ているんではないかなというふうに思っ

ています。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） 男女とも全国平均に近い値ということで体力評価されておりま 
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す。ただし、１校ということだけなんで、今後は各小中学校においても、それに参加し

ていただいて、やはり体力の向上に取り組んでいただきたいと思います。 

 また、体力の低下の要因ということでございますが、それの１つとして、一方では生

活習慣と体力が関連しているように思いますので、それをどういうふうに考えておられ

るのか、お伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 体力と生活習慣の関連ということでございますが、議員おっし 

ゃっていただいておりますように、生活習慣と体力は関連しているという調査結果が出

ております。例えば、小学生男女、中学生男女すべてにおいて、体力と朝食の摂取状況

に相関が見られまして、毎日朝食を食べる子どもは、朝食を食べない子どもより体力が

高い傾向が見られます。また、男子では、テレビやゲームをする時間が体力と関連して

おりまして、テレビやゲームをする時間が長くなると体力が低くなる傾向が見られると

報告されています。 

 体位も体力と関係しておりまして、小学生男女、中学生男女すべてにおいて、肥満度

の高い子どもは体力が低くなる傾向が見られます。さらに、朝食を毎日食べる子どもは、

運動時間が長く、肥満度が低い傾向があると報告されております。現在、各学校や幼稚

園で食育の推進として取り組んでおります「早寝・早起き・朝ご飯」の指導は、体力向

上にもつながるものというふうに考えております。 

 現在も、各学校、幼稚園において食育の推進に努めておりますが、今後は、授業参観

で食育を取り上げることを進めるなど、より一層家庭の理解を得ながら、食育の推進に

も取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） やはり、生活習慣が体力の低下に及ぼす影響は大きいかなと思 

います。特に子どもの朝食ですね、摂取率、また睡眠時間のいかんによっては、やはり

体力の上下があるかなと思います。今までも見ていただいているとは思いますけれども、

今後、よくそういった観察をいただいて、子どもたちの体力の向上によろしくお願いい

たしたいと思います。 

 次に、②点目の子どもの体力向上の取り組みについてでありますが、子どもたちの健

全育成の基礎となる体力向上のため、今後の取り組みについて伺います。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 



３－44 

○教育長（栗本裕美君） 体力向上の今後の取り組みということでございますが、町内の 

学校では、すべての学校でございますが、やはり楽しく運動をすると共に、基本的な動

きを身につけることを目標として授業づくりに努めております。意図的に動きを身につ

けることをねらいとした運動ですけれども、単調な動きの反復練習に終わることなく、

子どもにとって楽しく取り組めるように工夫をいたしているところでございます。 

 また、動きを身につけるためには、子どもたちの運動経験や動きの習得の実態を踏ま

えることが必要でございまして、例えば先生が一つ一つの動きを提示し、動きを確認し

ながら運動する時間と、子どもの興味関心に応じて動きを選びながら、工夫しながら運

動をする時間を設定いたしまして、子どもたちの実態に応じた時間を配分することが考

えられます。 

 ただし、こうした指導の方法は、固定したものではなく、ねらいや指導内容を明確に

した上で、子どもや学校の実態、施設や環境などを考慮し、柔軟に工夫するよう指導を

いたしております。最も大切なことは、子どもたちを運動好きにすることであるという

ふうに考えております。 

 また、幼児期から子どもたちの体力づくりを図るために、町立幼稚園において、外遊

びを推進し、遊びの中に出来るだけ体を動かす活動を取り入れているところでございま

す。小学校では、休み時間の外遊びの奨励や耐寒マラソンの実施、あるいはクラブ活動

の充実等に取り組んでおります。また、中学校でも、部活動をはじめ特別活動等におい

ても体力づくりに取り組んでおりまして、奈良県教育委員会の地域スポーツ人材活用実

践支援事業なども活用しながら、スポーツの専門的な指導者を招聘いたしまして、運動

部の活動の充実と活性化を図っているところでございます。 

 さらに、平成２０年３月に新学習指導要領が改正されまして、体育の授業時間数をふ

やす方向でございます。移行措置といたしまして、２１年度以降、小学校１年生と２年

生は、年間１５時間ふやされます。そして、２３年度以降、３年生、４年生は１５時間

増、そして中学校でも、２４年度から年間１５時間授業時間数を増加し、体位、体力の

向上を図る計画をされています。 

 今後におきましても、子どもたちの健康、体力の重要性にかんがみまして、学校にお

ける体育諸活動の工夫改善を図りますと共に、保護者の方々への啓発を進めてまいりま

す。また、社会体育におきましても、関係団体と連携いたしまして、既存の競技スポー

ツだけでなく、生涯スポーツに結びつくような様々なスポーツを多く経験出来るように、
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子ども向けのスポーツ教室を提供し、子どもの体力向上を図る活動を充実させてまいり

たいというふうにも考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） 平成２１年度から体育の授業時間をふやしていくということで 

すけど、これはまた限られた時間内で工夫されていくと思いますが、効率的な内容でよ

ろしくお願いしたいと思います。 

 先ほど申し上げた、全国トップクラスであった福井県では、各学校の子どもたちは、

自分の体力をほかと比較して、個人目標を立てて努力することを繰り返して、その成果

を上げております。また、積極的にスポーツ事業に参加するなど、それが成果につなが

っているということで、斑鳩町も色々とスポーツに関係はされてますけども、独自の取

り組みが必要ではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 本町でのこれからの子どもたちの体力、運動の取り組みでござ 

いますけれども、子どもたちが体を動かしたくなるには、やっぱり時間、空間、そして

仲間が欠かせない要素であるというふうに考えております。 

 学校におきましても、限られた時間、空間の中ではありますけれども、それらをうま

く組み合わせ、各学校でそれぞれの特色を生かしながら体力づくりに取り組んでおりま

す。例えば、業間の時間に全員が外でボールを使って遊ぶとか縄跳びをするとか、ある

いは鬼ごっこをするとか、そうしたことも、今、それぞれの学校で取り組んでいるとこ

ろでございます。今後、さらに充実するように指導していきたいというふうにも考えて

おります。 

 例えば、現在、斑鳩小中学校で取り組んでおりますマラソン大会や縄跳び大会などを

充実させるなど、各小中学校が工夫しながら、子どもたち一人ひとりが主体となって達

成感を感じることが出来る取り組みを進めております。 

 また、斑鳩町の社会体育では、「町民ひとり１スポーツ」を推奨いたしております。 

 なお、奈良県教育委員会におきましても、「外遊び、みんなでチャレンジ」というホ

ームページイベントを実施されております。斑鳩町で、このイベントに参加している児

童がふえつつあります。これは、色々な運動種目に参加出来ますし、例えば県のホーム

ページへアクセスし、３分間で縄跳びを跳んだ回数等を記入すれば、奈良県下の小学生

と記録を競い合うことが出来るシステムでございます。これを活用して、楽しく外遊び



３－46 

に挑戦する児童もふえてきております。 

 また、平成２１年度からは、小中学校で全国体力・運動能力、運動習慣等調査に全校

で参加をしてまいりたいというふうに考えております。そして、各学校の体育向上の指

標にしていきたいというふうに考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） まず、平成２１年度から、各小中学校とも全国体力・運動能力、 

運動習慣等の調査に参加するということで、子どもの現状を把握して体力向上に努めて

いただきたいと思います。 

 ４番目の質問に入ります。 

 現在、総額２兆円の定額給付金の給付スタートに向け、実施主体となる各自治体は、

早期に開始出来るよう急ピッチで準備を進められております。国においても、関連法案

が通過したことから、事業を加速しなければなりません。住民に対して給付事務を行う

定額給付金及び子育て応援特別手当等については、事前の準備が必要であります。 

 今日の新聞に、昨日のニュースにございましたように、「定額給付がスタート」とい

うことで、青森、北海道、青森では西目屋村、また北海道では西興部村ということで、

全国に先駆けて２つの村がスタートされたわけですけども、給付金を受け取った婦人の

方は、待ち焦がれていたと、うれしいということで、全国のトップを切って給付が行わ

れたということですけども、本当にうれしい、毎日食費もかかるし、いつもより高い刺

し身を買ったり食事に使いますとか、また、ありがたい、家電製品を購入する際の足し

にしたいとか、また待ち焦がれていた、年金生活の中で決まってよかったとの喜びの声

がございます。 

 当町におきましても、準備が進められていると思いますが、やはり一人ひとりの対象

者の方に確実に間違いなく受け取っていただけるようにお願いしたいわけですけれども、

それで、定額給付金の実施までの流れについてお伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 定額給付金の実施までの流れについてでございますが、去る 

２月１９日に定額給付金の実施に係る補正予算の専決処分をさせていただき、現在の状

況といたしましては、事業実施に向け、定額給付金給付事業実施要綱の作成をはじめと

いたしました事務作業を進めると共に、国、県等からの情報収集に努めながら、住民基

本台帳等のシステム改修を行っているところであります。 
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 今後の予定といたしましては、１つとして、住民基本台帳等のシステム改修が完了を

いたしますと、世帯ごとに、氏名、年齢、給付額等のリスト化を行い、定額給付金リス

トの作成を行うことといたしております。 

 次に、２つとして、定額給付金リストをもとに、給付対象者に対しまして、申請書等

の関係書類を郵送により送付すると共に、住民の方から提出されてきました申請につい

て、内容の審査を行います。 

 次に、３つといたしまして、申請に基づき交付決定通知を住民の方に送付いたします

と共に、指定されました口座に給付金を振り込むこととなります。 

 次に、これらのスケジュールでございますけども、住民基本台帳等のシステム改修の

進捗にもよりますが、概ね３月下旬ごろに住民の方に対し申請書等の関係書類を送付し、

４月上旬ごろから窓口等を含めた申請の受け付けを開始し、４月下旬ごろには第１回目

の口座振込による給付を行い、以降、提出されました申請に基づきまして順次給付を行

ってまいりたいと考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） 給付がスタートすれば、申請書の記入方法や、また給付対象者 

などの問い合わせが殺到すると思います。予想されますので、スムーズな対応をお願い

したいということで、よろしくお願いいたします。 

 それと、制度の周知についてでありますが、給付についての様々なことを事前に周知

しなければなりませんので、どのように考えておられるのか、お伺いします。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 定額給付金制度の周知についてであります。 

 ３月中旬ごろには、定額給付金事業の目的、給付対象者、給付金額、申請・給付の方

法、申請・給付の流れといった制度の概要チラシについて、ポスティングによりまして

各戸配布を考えております。 

 また、定額給付金の給付をよそおった振り込め詐欺や個人情報搾取を防止するための

啓発チラシもあわせまして、ポスティングによる配布を考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） 事業の実施に当たって何点か留意する事項がございます。１点 

目に、高齢者等自分で申請が出来ない方への対応や、また振り込め詐欺、昨日もニュー

スでございましたが、どのように対処されるのか、伺います。 
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○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 事業実施に当たっての特に留意が必要なことについてのご質 

問でございます。 

 １点目の高齢者等ご自分で郵送、または窓口での申請が行えない方の対応方法でござ

います。 

 ２月２４日付の総務省からの「世帯主以外の者による定額給付金の申請・受給の代理

について」と題しました事務連絡におきまして、代理申請の可能な範囲や代理者になれ

る者の範囲等について、国の一定の見解が示され、その中で、世帯主本人による申請、

受給が困難な場合で、かつ、代理が世帯主本人のためであると認められる場合の任意代

理についての基準が示されております。 

 対象者といたしましては、単身世帯で寝たきりの方や、認知症等によりまして個人で

申請、受給が困難な方で、任意代理者として、民生委員、自治会長や、平素から世帯主

本人の身の回りの世話をされている方について、当該者による代理申請・受給が適当で

あると認められる場合には、当該者による代理が可能となっております。 

 このことから、本町といたしまして、地域の実情に精通していただいております民生

委員の方々に対しまして、ご協力を得るべく、今後、お願いをしてまいりたいと考えて

おります。 

 具体的には、民生委員の方に対しまして、定額給付金の代理申請に係る委嘱書を交付

させていただき、各担当地区の中で、本人による申請・受給の困難な方の代理申請をお

願いをしてまいりたいと考えております。 

 次に、２点目のおれおれ詐欺の対策についてでございます。 

 既に、全国的に見ますと、定額給付金をよそおった振り込め詐欺や個人情報の搾取等

の事案が報告されております。 

 本町といたしましては、１つとして、３月中旬ごろに、ポスティングによる啓発チラ

シの配布を予定をいたしております。 

 内容といたしましては、「町等が銀行、コンビニ等の現金自動預払機の操作をお願い

することは絶対ありません」。「ＡＴＭを自分で操作して、他人からお金を振り込んで

もらうことは、絶対に出来ません」。また、「手数料の振り込みを求めることも絶対に

ありません」等といった内容でございます。 

 ２つといたしまして、住民の方に申請を郵送する際、同様の啓発チラシを申請書と共
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に同封いたしますと共に、送付する封筒にも、おれおれ詐欺への注意喚起を促す文章の

印刷を考えております。 

 ３つといたしまして、口座番号、口座名義人等の個人情報につきまして、町から住民

の方へ電話による照会は行わないこととし、口座情報等の照会が必要な場合は、すべて

郵送による照会により対応を行ってまいりたいと考えております。 

 以上、申し上げました対応を行うことによりまして、振り込め詐欺や個人情報の搾取

等の防止を図っていきたいと考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） あと何点かあるんですけども、例えば身の回りの世話をされて 

いる方に代理申請が認められているということなんですけども、これもちょっと難しい

面があるかなと思いますけども、対処していただくということで、また申請書の未提出

者への対応についても、これも色々とございますが、よろしくお願いしておきたいと思

います。 

 今後、申請漏れがなく、すべての対象者に問題なく行き渡るよう、万事よろしくお願

いいたします。 

 それでは、５番目の質問に入ります。 

 小規模公園における防災拠点の整備についてでありますが、現在、都市公園の防災機

能の向上等を図るため、緊急に行う必要がある安心安全対策を一括して総合的に支援す

る都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業を創設し、公園の安全と共に、地震、災害

時の避難場所となる防災公園の整備が進められております。 

 公園は、全国で約９万５，０００カ所あり、１６カ所ある国営公園以外は自治体の管

理となっております。これまでに、２ヘクタール以上の大規模公園の整備については、

国の補助が出るため、貯水槽や、またヘリポート、大型照明を設置するなど比較的災害

に対する備えが進んでおりますが、全国８万カ所ある小規模公園については、防災整備

が進んでないのが実情でございます。 

 一たび地震が起こると、場合によっては公園に避難しなければならない事態が想定さ

れ、都市部と地方部では、環境の差異はあるものの、特に地震発生後３日間ほど食糧が

各地に届かない可能性が指摘されております。道が十分でない場合、深刻な物資不足が

起こる懸念も指摘されており、その際には、防災公園の整備と共に、新たな補助制度を

活用しながら、身近な小規模公園における防災拠点の整備を推進する必要があると考え
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ます。 

 以上の要旨を踏まえて２点について伺います。 

 まず、①点目の防災拠点としての公園の考え方について。 

 当町においては、防災拠点としての基本的な考え方がありますが、防災拠点としての

公園の考え方をお伺いいたします。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 防災拠点としての考え方についてでございます。 

 町の地域防災計画の中で、災害に備えた防災体制の確立としまして、防災拠点の整備

充実について定めているところでございます。 

 内容といたしましては、災害時に住民や行政などの防災活動の拠点となるよう、地域

防災拠点の整備を推進することとし、町立の施設として、体育館のある施設であること、

収容可能人数の多い施設であることを基本として、小中学校５施設、中央体育館、いか

るがホールの計７施設を防災拠点として位置付けを行っております。 

 こうした拠点施設については、仮設トイレや照明機材といった防災用資機材やアルフ

ァ米、ビスケット、毛布等の備蓄を行い、防災機能の充実を図っているところでござい

ます。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） ただいまの答弁の内容は、従来の防災拠点における考え方であ 

って、公園としての考え方はどうなんかということをお聞きいたします。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 公園の考え方についてでございます。 

 町の地域防災計画の中で、公園は、災害時における避難地及び火災の延焼防止のため

のオープンスペースとしての機能を有すると共に、応急救助活動、応急救援物資の集積

基地としての位置付けを行っているところでございます。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 

○１１番（飯髙昭二君） 次に、防災拠点としての公園の整備についてでありますが、冒 

頭に申し上げましたような状況を考えますと、今後、防災拠点としての公園の整備を進

める必要があると考えますが、町の見解を伺います。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 防災拠点の整備につきましては、先ほど申し上げました小中 
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学校等の施設におきまして、平成１６年度に発表されました第２次奈良県地震被害想定

調査報告書を受けまして、平成１７年度より、アルファ米、ビスケット等の食糧や毛布

の備蓄数量をふやすと共に、乳幼児用の粉ミルク、乳幼児用・大人用の紙おむつを新た

に備蓄品目として追加すると共に、平成１８年度からは、仮設トイレ、照明用機材とい

った防災用機材についても備蓄を進めておりまして、防災拠点の機能充実を図っている

ところでございます。 

 また、本年度におきましては、災害発生時の救助活動の円滑化を図るため、消防コミ

ュニティセンター及び法隆寺消防センターの駐車場内において備蓄コンテナを設置し、

救助に必要なバール、のこぎり、ジャッキ等の資機材の整備を行ったところでございま

す。 

 質問者がご提案していただいております、小規模公園におけます避難所機能をはじめ

として防災機能を持たせることについての取り組みは、全国におきましても、様々な形

でされているところでございます。 

 また、国土交通省においても、平成２１年度より創設される都市公園安全・安心対策

緊急総合支援事業として、都市公園における災害応急対策施設の整備、建物または橋梁

等の耐震改修、公園施設のバリアフリー化等について促進されることとなっております。 

 公園等におきます避難所機能を持たせる取り組みについては、特に都市部を中心に整

備されておりまして、地震等の災害発生時における予想される避難者数に対しまして、

市町村が指定しています避難所の収容人数が不足している市町村におきまして、避難所

施設に収容しきれない方の避難場所の確保を図ることを目的に整備を行われているとこ

ろでございます。 

 本町におきましては、想定されています最大避難者数が約９，０００人に対しまして、

避難所におけます収容可能人員は約２万１，０００人となっておりますことから、町と

いたしましては、現在におきましては、町内の小規模公園等での避難所機能を持たせる

ための整備は行っていないところでございます。 

 しかしながら、質問者のご提案いただいています内容につきましては、現在、町とい

たしましては、防災拠点施設の機能充実を図っているところでございまして、一定の整

備が完了した時点におきまして、町全体の防災機能の充実を研究する中で検討を行って

まいりたいと考えております。 

○議長（中川靖広君）  １１番、飯髙議員。 
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○１１番（飯髙昭二君） 確かに、部長が申されましたように、単純に収容人数で計算い 

たしますと、公園の避難所は必要がないように考えられますが、しかし自然災害は、想

定以外の状況を起こすことが十分考えられます。今後、他の自治体も参考にしながら、

研究し検討していただくということで、よろしくお願いしときます。 

 以上で、私の一般質問を終了いたします。 

○議長（中川靖広君）  以上で、１１番、飯髙議員の一般質問は終わりました。 

 続いて、１３番、里川議員の一般質問をお受けいたします。１３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） それでは、通告書に基づきまして私の一般質問させていただ 

きます。 

 まず、①番目に、介護保険について挙げさせていただいております。 

 介護保険につきましては、系統的にこれまで、私、色々な角度から質問をしてまいり

ましたが、第４期計画、平成２１年度、２００９年度から新たに見直しがされる第４期

計画での保険料等につきましては、介護保険条例、これは議会の議決が必要でございま

すので、議会の方へもご提案いただいておりますが、ただ、介護認定ですね、この認定

基準というのは、第３期の時も見直しがなされ、要支援から、要支援１、２という項目

が設けられ、段階が１つふえたわけなんですが、さらに今回、第４期では、この認定基

準を見直しをするという国の考え方が示されているところです。 

 そんな中にあって、昨年、厚生労働省は、約３万件のモデル事業をやりました。その

時に、２次判定での変更率、これが現行制度の中で、第３期の中では２９．８％だった

ものが、新方式、第４期で変更しようとしている方式であれば、１８．３％ということ

は、１次判定の結果が大きく２次判定で変わらなくなるという率が、変わらないという

率が高くなるわけですね。 

 ですから、これらのことで、１次判定の重要性、けれども１次判定の項目が減らされ

るとか、色々この認定基準の見直しには大きな問題がたくさん隠されているところなん

ですが、これらは議会を通りませんので、私たちは町がどのように取り組んでいくのか

ということにつきまして、そしてまた斑鳩町の介護保険の被保険者で利用される方々が

どんなふうになっていくのかというところがなかなか見えにくいところです。ですから、

新年度の直近のこの議会で、この第４期の認定基準の見直しについて、やはり明らかに

しておかなければならないという思いから、私は一般質問をさせていただきました。条

例になっている保険料なども、制度の根幹にかかわるものですが、この要介護認定も、 
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この介護保険制度の中では根幹にかかわる問題であると、私は認識をしております。 

 それで、町の方へお伺いをしたいと思いますが、新方式のこの見直しをされた場合、

現在の利用者さんたちにどのような影響が出てくるだろうか、そしてそれらについてど

のような対策をとるべきか、これらについて町がどのように考えておられるのか、お尋

ねをしておきたいというふうに思います。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 介護認定基準の見直しについてのご質問でございます。 

 平成２０年度におきまして、要介護認定基準の見直しが国の方で実施されており、そ

の新たな基準により、この４月１日付の申請分より適用され要介護認定が実施をされま

す。 

 その要介護認定基準の改正内容につきましては、今、若干質問者もおっしゃいました

けども、現行の８２項目から７４項目に変更となる要介護認定調査項目の見直し、１次

判定におけます一部の調査項目における判定論理の見直し等でございます。 

 町といたしましては、要介護認定調査項目、調査方法等の認定基準につきましては、

全国統一の方法で実施されるものであり、４月１日の申請分から、国が示す新たな要介

護認定基準により実施することになります。 

 ただ、申請者の身体及び介護の手間にかかる状況を的確に審査会に伝えることが、よ

り的確な要介護認定につながりますので、認定調査員に対し、それらの状況について、

具体的に特記事項として記載するよう、保険者として指導を実施してまいりたいと考え

ております。 

 そして、平成２１年度において、新たな基準により実施した認定結果について、更新

申請前の要介護度からどのように変化していくかとの統計をとり、その影響を把握して

いくことに努めたいと考えております。 

 また、その影響について、どのように対策を講じていくかということですが、その影

響について、介護保険運営協議会の中でもご意見をいただき、その後の対策について検

討をしてまいりたいと、このように考えております。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） ただいま部長が答弁されましたように、認定調査項目が結構 

削除をされてるんです。今、申されましたように、７４項目になるということなんです

が、現行の８２項目から除外されるのが１４項目、追加されるのが６項目あるんですけ
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どね、その除外される１４項目の中で、１０項目については主治医の意見書などで代替

をすることが可能であるということなんですが、４項目については完全に除外されると

いうことなんです。 

 今、特記事項とか色々おっしゃられたんですが、先ほど申しましたように、新方式で

の２次判定での変更率は、非常に低くなるということなんです。これにつきましても、

項目自体も減るということもあるんですけれどもね、あと、審査会の方でも、今、特記

事項もおっしゃっていただきましたけれども、逆に審査会にこれまではたくさんの色々

な資料を出されていたわけなんです。ですけれども、そういった１次判定結果の妥当性

を判断するための資料というんですか、これまで出てた資料が、その統計資料も削減す

るということが言われてるんですね。ですから、お医者さんや、その認定審査会のメン

バーさんたちも、変更出来る根拠、指標とかが実質的になくなってしまう、そういう審

査会になってしまう、審査に多大な影響が出ると心配されているという意見などが出て

いるような状況になっているわけなんですね。 

 ですから、今、おっしゃられたように、特記事項のこととか言っていただいているん

ですが、私は、ほんとにどこまでこの見直しでどんなに変化するのかというのが、ほん

とに心配なところなんです。 

 さらに、もう一つ大きな心配は、これまででも、認知症の関係で、非常に認定調査が

難しく、微妙な問題を含んでいて、なかなか、認定調査をしている中でも、認知症につ

いては判定しにくい状況があった上に、今回の見直しにおいて、この認知症の調査項目

も減らされているという状況があります。 

 ですから、１次判定どおりの判定をするような意図的なこの見直しの基準の中で、認

知症の問題というのが非常に心配だなあ。今でも、斑鳩町内にも、一人暮らしの認知症

の方で色んな相談を受けているというような状況がある中にあって、今後、ますますこ

れらが大変だなあというふうに思うんです。 

 もちろん担当の方はご存じだと思いますが、寝たきりの方は歩きませんのでね、そし

たら、もともと歩かないので、そういう項目をチェックする時に、歩かないからね、歩

く必要ないわけなんですね。そしたら、その人は歩かない、ということは介助が要らな

い、寝てはるんでね、というような、そういうチェックのかけ方をするんだというよう

な、モデル事業の中で明らかになってきてるんですが、とんでもない評価の仕方だなあ

と、ちょっと驚いてます。 
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 ですから、それらにつきまして、ほんとに、今後、私たちも動向は見とかなければな

らないとは思ってますが、担当におかれましても、この見直しにはめていった場合、斑

鳩町ではどうなっていくのかということについて、ほんとに介護保険の、見直し、見直

しできましたけど、今度の第４期は相当ひどい見直しだなあと私も思ってるんですけれ

ども。 

 あと、私自身また心配してるのは、体の状況が全く変わってないのに判定が変わって

しまうと、本人さんびっくりしますでしょう、被保険者の利用者の方ね。これらの方々

への対応、十分にやっぱりやっていただかないと、これまでヘルパーさん週１０回来て

もらった、９回来てもらってたと。自分の体の状況変わってないのに、この見直しによ

って介護度が軽くなったと。そしたら、もう週３回しかヘルパーさん来てもらえないと。

何でやねんと、保険料も払うてこないしてんのに、何で自分はこうなるんだと、多分合

点がいかない、そんな被保険者の方々が出てくるだろうというふうに思います。 

 これらについての対応なんですけれどもね、何とか、ほんとに困っておられる方たち

には、町独自ででも何か施策をやっぱり考えないといけないような状態になるのではな

いかということも思っております。 

 それの一つとしまして、要支援１、２が出来てから、どこの介護保険の特別会計でも、

斑鳩町もそうだったと思うんですが、介護度が若干軽くなって、そして計画より会計の

中で若干余裕が出て黒字傾向が出てるということで、斑鳩町でも第３期でまた基金も結

構積むことが、積むことが出来たということがええのか悪いのかどうなんかなと思うん

ですけどね、基金積み上げました。今後、これらの傾向を見る中で、黒字となる部分も

割と出てくるんじゃないかなというようなことも思うんです。そこで、やっぱり知恵を

絞って、色々町が出来ることというのをやっぱり考えながらやっていっていただけたら

なあというふうに考えているところです。 

 あわせて、事業者の報酬をアップするということですけれどもね、反面、介護度が変

わることによって、介護度が軽度になることによって、一概に事業者の収入がふえると

は限らないということも認識をしていただきまして、事業者さんへも色んな配慮をしな

がら、事業者さんも大変な思いで多分この第４期を迎えることになるんだろうと思うん

です。 

 ですから、これらについても十分に認識を持った上で、それぞれの立場の状況などを

把握する中で、この介護保険についての第４期計画十分に、斑鳩町の被保険者の皆様方
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が、何とか生活をしていけるように支えていっていただく介護保険となるように努力を

していただきたいと考えておりますが、これらについて、再度、町としてのお考えをお

聞きしておきたいというふうに思います。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 今、質問者がおっしゃいましたように、認定基準につき 

ましては、項目も下がるということ、それから１次判定における調査項目も下がり、そ

して判定論理の見直しもあるという中で、今、質問者がおっしゃられましたような、介

護認定が低くなる懸念は、新聞報道でも出ているところでございます。 

 そのために、町としましては、先ほど申しました特記事項、これにつきまして、より

詳しくまず記入をしていただくということを、保険者として認定調査員に指導をしてい

きたい。そして、その項目が減った部分等を、特記事項の中で補っていきたいと思いま

す。といいましても、特記事項については、書かれていた部分を２次判定の審査会で判

定されるわけですけども、その中で、出来るだけ判定に差がないように、事実と差がな

いようにということを踏まえての特記事項の詳細化について指導をしてまいりたい、こ

ういう意味でございます。 

 それと、あと、支給限度額でございますけども、要介護度におきましては、支給限度

額が設定されております。この平均支給限度額の利用率といいますのが、大体４０％前

後というふうに聞いておりまして、例えば要介護認定が低くなりますと、その分支給限

度額が下がるわけですけども、下がってもまだ上限まで使っておられない方が大半であ

ります。１００％使われている方もおられますけども、そういった方については下がる

ということになって、先ほどおっしゃいました介護の例えば通所が３回に下がるとか、

こういうことが起こってきますけども、そういった中でまだ平均利用率が４０％前半と

いうふうに聞いておりますので、もし下がったとしましても、上限までまだいかないと

いう部分はありますけども、先ほど申されました、町が出来ることをやってほしいとい

う中で、他市町村の研究もさせていただきまして、今後、そういう介護認定をされまし

た方に、余り公平性を保てないようなことにならないように研究してまいりたいと考え

ております。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） 担当の方は熱心に色々と、私たちが色んな意見を申し上げま 

すと、聞いて研究もしていただいているという状況もありますし、これまでの実績もあ
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ります。それらについては非常に私も評価をしているところですが、ただ１つ、今、部

長が４０％だと、平均がね、限度額の。ただ、部長もおっしゃられてましたけれども、

限度額の平均は４０％ですけれども、やっぱり何人かはいっぱいまで、また８割、９割

まで使うてはる方もあるわけです。そして、低い人もあっての平均ですのでね、そうい

ういっぱいに近いとこまで使ってはった方々が、この新方式によって介護度が下がって

しまった場合の対応を私は言っているわけなんです。 

 ですから、平均はその程度だということはわかっているわけなんですけれども、何と

か、介護が必要な方々が、この斑鳩町で安心してやっぱり暮らせるように、そういうた

めの介護保険だということを肝に銘じていただきまして、何らかの対策をとる方向で

色々やっぱり検討をしていっていただきたいということをお願いしておきたいと思いま

す。 

 それでは、２点目に移らせていただきます。２点目は、人事考課制度についてという

ことで書かせていただきました。 

 これまで、この何年間かは、予算計上はされてたんですけれどもその予算は執行され

ずに、町としても色々と慎重に研究をされてきたというふうに私は思っております。で

すが、今回、町長の施政方針の中でも、新たな人事考課制度を策定したとされておりま

すし、試行的に２１年度では行っていくんだということが言われてます。 

 私は、これまでずっとこのことにつきましては、公平性、公正なものということをず

っと言ってきました。これらを確立するのは、よっぽどのことがなければ出来ない、大

変だと申し上げてきましたが、いよいよするということですので、まずこの公平性や公

正性というのか、これらを保つような形で色々組んでいただいてきたんだろうとは思う

んですが、まず対象となる職員、斑鳩町の職員色々いてますけれども、対象となる職員、

そしてそれを評価する人、階級、階級というたらおかしいですけど、管理職、一般職、

色々あると思うんですが、どういうふうに評価をしていくのかということについてお聞

きしておきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） まず初めに、複雑多様化します住民の要求に対しまして、迅 

速かつ的確に対応していくためには、人材育成、能力業績主義の徹底が不可欠でござい

まして、少数精鋭体制を確立することで、より効率的な人事管理を行っていくことが求

められております。 
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 また、能力、業績を給与に反映することにつきましては、平成２０年３月３日に提出

されました平成１９年度定期監査結果報告書の中の報告書に添える意見といたしまして、

「人件費に関しては、例えば勤勉手当に差を設ける等、給料、手当に刺激的要因をもう

少し導入すべきでは」との監査委員からの意見もいただいております。 

 こうした地方自治体を取り巻く環境が大きく変化していく中で、能力、業績を重視し

た新たな人事考課制度を確立して実施することが必要となっております。 

 当町の実施する人事考課制度の考課対象者及び考課者の範囲についてのご質問ですが、

原則として部長以下のすべての正規職員を対象として人事考課を行います。なお、人事

考課の考課期間中に６カ月以上病気等で休職している職員または育児休業を取得してい

る職員などは、除外をいたします。 

 次に、評価者についてでありますけども、考課の客観性及び公平性を確保するため、

考課は基本的に第１次考課、第２次考課及び調整の３段階による複数で評価することと

いたしております。 

 第１次考課は、職場における行動や事実を観察、指導し、その結果を職務行動観察記

録表に記録し、第１次考課を行う前に、本人考課等の提出を受けまして、事前面談を行

いながら考課をいたします。第２次考課では、第１次考課の補正を図り、考課の客観性、

公平性を図ります。また、調整者は、第２次考課に偏りや不均衡等がある場合には、第

２次考課者と面談をして確認することなどによりまして、考課の調整を行ってまいりま

す。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） 部長以下一般職全員ということですが、色々な出先にも正職 

がいらっしゃると思うんですが、現業職の方たちもあると思うんですが、それらについ

てはどのようになるんでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） それらの方につきましても、正職員でございますんで、同じ 

ように考課を行ってまいります。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） 衛生処理場でしたら、管理職はいないのではないかなという 

ふうに思います。それと、幼稚園、保育園などは、課長級はいないと思うんですね、課

長補佐級になるのかな。そういう場合、そういう評価の仕方というのはどんなふうに行
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われるのかというのがちょっと疑問に思うんですが、それはいかがでしょうか。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 出先につきましても、第１次考課者は課長となっております。 

なお、補助者といたしまして、課長補佐がなっております。また、出先につきましては、

特に勤務状況等で何かございましたら、当然課長の方にも報告が上がってまいりますの

で、それらについて記録表をつけてまいりますんで、それらに基づいて評価をすること

となります。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） 人事考課制度の目的ということでは、人材育成というふうに 

おっしゃられてますけれども、その人材育成を目指した結果、後からついてくるのが、

先ほどありました勤勉手当などに差をつけるということなんですが、それは勤勉手当に

のみ差をつけるのか、そしてまたその差というのがどの程度のものなのかというのをお

聞きしたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 国の人事院の方におきましても、まず勤勉手当、また昇任の 

ことつきまして言及をされておりますけども、今現在、当町におきまして、その勤勉手

当の差につきまして、ここでお答えする段階にまで調整を行っておらないということで

ご理解をいただきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） 私は、公金で支払われる報酬、私たち議員も、常任委員会の 

委員長をしていようが委員であろうが、報酬に差はつけておりません。差がつかない。

けれども、我々議員は、それぞれ住民のために、自分の出来る範囲で、それなりにその

人らしく議員としての活動をやっているわけなんです。 

 町の職員さんにしても、やっぱり住民のために日々職務に当たっていただいていると

いうのは、皆さん同じだというふうに思っております。ですから、その差をつけていく

ということについて、少し私には違和感があるんです。代表監査委員さんがおっしゃら

れていることはわかりますが、でも企業ではないので、でも企業感覚は必要だと言われ

る中で、ただ、でもやっぱり競争原理というのがその中で働いてしまうのかなあという

ふうなこと。 

 それと、やっぱり常に評価されるということの中で、私、ちょっと自治体のリスク管
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理というのを、今、ちょっと勉強してるんですけどね、自治体の人事リスクの中に、心

身の不健康者の増大というものがあるんですが、この自治体の人事リスクをはらむこと

にはなってこないのかなという心配もしております。そういったものにも、十分に配慮

をしていっていただきたいというふうに思います。 

 それと、やっぱり大事なのは、評価されるとなると、その評価が中に向いてしまって、

中での意識が非常に強くなってしまう心配はないのか。やっぱり、住民さんの評価が上

がってくる、きちっと住民さんに評価してもらえるというような評価につながっていく

のかどうか。それが、本当の意味での人材育成ですし、職員の資質向上であるというふ

うに私は思っているんですが、その辺のところが十分に対応出来るものになるのかどう

か。そして、評価するものが、評価する者の感情が入るすきがあるのかないのか。この

感情が入れば、やっぱりこれは問題がありますのでね。 

 ですから、こういったところについて、非常に私はこの制度について心配をしている

ところですが、これらについては、どの程度まで研究され、どの程度まで詰めていかれ

て、そしてまた評価者についてはどんなふうな研究など、研修とかされるのか。そして

また、ほんとの意味で資質向上につながるような評価の内容になっているのかという点

についても、町の姿勢、方向性をお聞きしておきたいと思います。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） まず、人事考課制度の運用方針について言っておられると思 

います。あと、その留意点でございますけども、質問者がおっしゃいますように、人事

評価は、人が人を評価するものでございます。考課される職員が、いかに納得して信頼

性を置くことが出来る公平性が十分確保されたシステムとなっているかどうかが、この

制度の導入の成否を決することとなるものでございます。 

 このようなことから、制度の運用方針といたしまして、次の４つの項目を掲げており

ます。 

 まず、第１点目は、公平性、公正性を確保することでございます。人事考課は、職務

行動の中で確認出来た事実をもとに考課し、確認出来ない事実をもとに考課は行いませ

ん。考課者が事実を正しく見ていない場合などは、事前面談を通じてお互いに共通の認

識を持つよう努めることといたしております。 

 次に、２点目といたしまして、納得性を確保することでございます。最終考課結果は、

被考課者にフィードバックしますので、第三者から見た自分を知り、自分の能力開発の
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課題を見つけ、仕事の質を高めることができます。 

 次に、３点目といたしまして、透明性を確保することでございます。考課する前に、

考課される項目や考課の基準を公開します。どんな行動が高く考課されるか、どういう

行動が求められているか、よく理解することが出来ます。 

 次に、４点目といたしまして、信頼性を確保することであります。考課制度や考課結

果の信頼性の確保に努めることといたしております。 

 なお、制度導入に当たりまして、まず、考課者全員を対象といたしまして、昨年４月

から本年２月までの間に、組織における人事管理の基本的な考え方、人事考課を実施す

る意味、人事考課制度を運用する際における考課誤差を防止するための手法などについ

て、延べ１１回にわたりまして、考課者となる管理職員の意見も取り入れながら、研修

会及び会議を開催をいたしますと共に、昨年１０月には、職員労働組合に対しましても、

制度の説明会を開催をいたしました。また、非管理職に対します説明会、研修会も実施

する予定でございます。 

 今後、制度の導入については、質問者もおっしゃっておられますように、平成２１年

の４月から一応試行として実施をすることといたしております。 

 次に、人事考課制度の職員の資質向上の実効性についてのお尋ねがございました。 

 本町の人事考課制度の目的は、職員の自己能力を向上させるものでございまして、地

方分権時代を担うにふさわしい職員、また時代の変化に的確に対応出来る人材を育成す

ることでございます。したがいまして、人事考課制度は、次のような４つの役割を担っ

ております。 

 初めに、第１点目といたしまして、行動変革、能力開発の指針として、考課基準は、

単に考課の基準というだけでなく、職員に対して、よりよい仕事をするために必要な能

力、行動を具体的に示すものでございます。これらを指針として、自己の行動変革、職

員の能力開発に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、第２点目として、職員に「気づき」を提供することです。面談を通じて考課結

果を全面的に職員にフィードバックしますので、自分はどの能力、行動が十分であり、

どの能力、行動が不足しているかを知ることが出来まして、今後、どのように能力開発

に取り組めばいいのか、気づきを得ることが出来ます。 

 次に、３点目といたしまして、考課結果を人材育成に生かすことです。人事考課の結

果は、人事異動のデータとして活用します。これによりまして、年功序列ではなく、能
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力、実績を重視した適材適所の人材育成を目指してまいります。 

 次に、４点目といたしまして、コミュニケーションと人材育成の機会をつくることで

す。自己の能力開発について話し合う機会は、よほど意識的につくらない限り、なかな

か機会がないものでございます。人事考課を実施することによりまして、上司と職員が

仕事の進め方について話し合ったり、能力開発について相談やアドバイスをするといっ

たよい機会が生まれることは、期待が出来ます。 

 人事考課は、職務について考課するものでありまして、人格や人間としての価値や優

劣を評価するものではございません。職員自身が自分の能力を知り、能力開発に役立て

ること、適材適所の配置を実現し、職員が能力を最大限に発揮し、組織力を高めること

を目的といたしたものでございます。 

 制度の目的、内容を十分に理解した上で活用いたしまして、人材の育成と自己の能力

アップに取り組むことを期待いたしまして取り入れる制度でございます。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） 細かいことを聞いて悪いんですが、それを今聞いて、よくわ 

かるんです、人材育成、まさに、ほんとにそれを目的としてやっていただきたいという

ふうには思っておりますが、でも評価をして、まだ十分に検討はされてないということ

ですが、その評価の結果、後からついてくる結果として、それらの勤勉手当などに差を

つけるんだということなんですが、私、つい評価、そしてまたそういう差がつく、そし

て差がついた結果そういう予算にも絡んでくると、こういうふうになりますと、支給さ

れる勤勉手当なんかも一定の予算があるわけなんですけれども、そういった予算の中で

配分されるとした場合、その評価をした総合評価というのは、私は今の話を聞いてたら、

絶対評価になるべきだというふうには思うんですが、予算があったら相対評価みたいに

なっていくんかなと思うんですが、その辺、絶対評価というような考え方で、その人そ

の人の能力、だから出来る人がたくさんおれば出来るという、いい評価がたくさん出て

くるという、こういう考え方でよろしいんですかね。 

○議長（中川靖広君）  池田総務部長。 

○総務部長（池田善紀君） 質問者は勤勉手当の条例はご存じだと思いますけども、高く 

する者、安くする者、平均してこれぐらいにしなさいよと、この上限を越えてはいけま

せんとなっております。 

 今、質問者が言われましたように、これを評価することによって、意図的によい人間
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と悪い人間をつけるということはございません。ですから、絶対評価になってこようか

と考えております。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） そうだというふうに思いますので、そういう形で進めていっ 

ていただきたいというふうに思います。ほんとに、目的をきちっと明らかにして、そし

て職員皆さんが、ほんとにその問題に立ち向かっていっていただける。 

 そして、さっき、私、自治体のリスク管理についてちょっと勉強していると申し上げ

ましたが、この自治体のリスク管理、色んな大学の教授などの論文読んでましたら、す

ごいなあと、内容がね。それで、本当の住民の暮らしを守っていくためのこのリスク管

理の計画を自治体が策定するということは、大切なことなんだなあということを考えて

おります。これらのリスクに対応出来るような、人材育成というものも含めまして、今

後の研究、そしてまた人材育成の中で、こういったものを身につけていっていただける

ように、ぜひお願いをしておきたいというふうに思いますので。 

 ２番目につきましては、これで終わらせていただきたいと思います。 

 では、３点目の質問に移らせていただきます。 

 この３点目につきましては、非常に国の方も、子育て支援ということを色々打ち出し

てきている中で、斑鳩町も特に今年度、２０年度、そしてまた来年度の２１年度につい

て、非常に評価の出来る子育て支援の取り組みを進めているなあというふうには感じて

おります。まだちょっと物足りないところもあるものの、一定評価が出来るものだとい

うふうには思っているところなんですが、ただ、国の方の関係から言いましたら、せっ

かく国が行う事業であれば、どんどん取り入れて、斑鳩町の子育て支援に役立つもので

あれば、積極的にやっていただきたいなというふうには思っております。で、この質問

を出させていただいたんですが、一次補正、二次補正や、また新年度予算の中で、子育

て支援の事業に関しまして、これまで斑鳩町がどんなふうに取り組んでこられたのかと

いうことについて、お聞きをしておきたいというふうに思います。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 国の一次、二次補正予算の中で、子育て支援対策として 

取り組みを推進されたものを説明させていただきます。 

 まず、一次補正予算では、「新待機児童ゼロ作戦の集中、重点実施」という項目の中

には、２つ事業がございます。 
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 １つは、「待機児童が多い地域を中心にした保育サービスの充実等」がありますが、

これは、保育所の新設や分園の設置促進などの緊急整備により待機児童の早期解消を図

るものであります。 

 ２つ目は、「認定子ども園の緊急整備」がありますが、これは集中重点的な緊急整備

により、その設置の促進を図るものです。 

 この２つの事業につきましては、保育園に待機児童もなく、また施設の新設の計画も

ないことから、取り組んできておりません。 

 次に、国の二次補正でございますが、「出産子育て支援の拡充」という項目には、３

つの事業があります。 

 １つには、「子育て支援サービスの緊急整備」でありますが、これは平成２２年度ま

でに、１５万人分の保育所や認定子ども園の整備を推進することを目的に、都道府県に

安心こども基金を創設するものであります。これについて、さきの一次補正と同様であ

ります。 

 ２つ目は、「子育て応援特別手当の支給」でありますが、これにつきましては、既に

専決処分で補正予算を組み、実施に向け準備をしているところでございます。 

 ３つ目は、「安心・安全な出産の確保（妊婦健診公費負担の拡充）」でありますが、

これにつきましては、妊婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図りますため、妊婦

が健診の費用を心配せず、必要な回数、１４回程度を受けられるように、妊婦健診の公

費助成を拡充するものでありますけども、町では、出産するまでに定期的に妊婦健診を

受けられる回数には多少の個人差があるということで、平均すると１５回から１６回の

受診があるということから、斑鳩町では、妊婦一般健康診査の助成回数を、国の標準的

な受診回数より１回ふやした１５回の公費助成を行ってまいります。 

 以上が、国の一次、二次補正予算の内容と取り組みです。 

 それから、子育てに対します国の支援としまして、新年度予算の中の取り組みとしま

しては、ほかに次世代育成支援対策交付金事業がございます。この交付金につきまして

は、市町村が策定する次世代育成支援行動計画に基づきます次世代育成支援対策の着実

な推進を図ることを目的としており、１２事業がありますが、その中で斑鳩町では５事

業を取り組んでおります。 

 まず、生後４カ月までの全戸訪問事業については、今、行っております訪問指導を充

実し、新年度より助産師等による新規の訪問指導を行うと共に、各種子育て相談により、
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子どもの健やかな発達と育児不安の軽減を図ってまいります。 

 また、ファミリーサポートセンター事業がございますが、これにつきましては、生き

生きプラザ斑鳩内に地域子育て支援センターを開設することで対応をしており、子育て

短期支援事業の短期入所生活援助、ショートステイですが、また、それと夜間養護（ト

ワイライトステイ）、それから保育園の延長保育促進事業に取り組んでおります。 

 新年度においては、要保護児童対策地域協議会の設置も行い、児童虐待に対する予防

対策の強化、早期発見、早期対応に努めてまいります。また、地域の特色ある取り組み

としまして、食育の推進、思春期保健対策の推進事業もございます。それについても取

り組んでまいりたいと考えております。 

 今後、その他の事業につきましても、調査研究をして新たに取り組むなど、国の補助

金等を活用した施策の展開について検討をしてまいりたいと考えております。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） 今、部長の答弁の中で、次世代育成支援対策交付金の関係で 

事業があるうちで、５事業取り組んでいるということですが、この中に、私が以前に一

般質問をさせていただきました病児・病後児保育も入っているんです。この病児、病後

児保育についても、非常に、これだけ経済状況が不安定になりまして、お母さん方が新

たに働きに出られるご家庭もものすごくふえてきてて、今、待機児童がふえてきてると。

生活不安の中で、余りパートさんなんかやったら簡単に休めない、休みにくいとかいう

中で、やはりこの事業も、交付金がございますので、実際にやっぱり考えていっていた

だけたらと。 

 それで、前回は、生き生きプラザのことや当町の職員としての看護師のことを申し上

げておりましたが、私、さらにその後ちょっと考えまして、私たちは土曜日の夜もあけ

てほしいと言っております三室の休日診療所がございます。土曜日もなかなかあけてい

ただけないんですが、あそこ平日昼間ずっとあいてます。２階の会議室などは審査会も

使っておりまして、１階の事務室では事務をとっておられますが、診察室などは平日ず

っと昼間あいております。これらについて、広域圏などで、広域７町などでの取り組み

として、あのあいている施設を利用して、何とかこういうことが実現出来ないかなあ。

７町であれば、やっぱりニーズも高くなってくるだろうし、そして運営していくにも、

柔軟な運営も可能なのではないかなあということをちょっと感じておりました、この間

に。 
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 広域圏の問題では、今まで私たちも、交付金の問題で、広域圏のお金の使い方どうな

ってんのやということで突っ込んで色々聞かせていただいたこともございますが、意見

交換などをするだけにとどまらず、こういった実現可能な住民のための施策を具体的に

協議をしていっていただける場として、ぜひとも広域圏などを活用しながらも研究をし

ていっていただきたいということをお願いをしておきます。時間の関係上、次に進めさ

せていただきたいと思います。 

 火災報知器の関係ですが、消防法の改正で、以前に質問もさせていただきました。先

ほどから言っておりますように、自治体のリスク管理の中には、やはり住民の人命、財

産、やっぱりそういったものを守るということは、ものすごく自治体にとって、そうい

う危険、危機を回避する能力を持たなければならない。回避するための努力というんで

すか、やっぱり事前に察知をしそれらを回避していくというような自治体の役割という

ものが重要であるというふうに私も考えておりますが、これまで、私、一般質問させて

いただいた後、その後の動向、そして今後の取り組み、あわせてお聞きをしておきたい

と思います。 

○議長（中川靖広君）  西本住民生活部長。 

○住民生活部長（西本喜一君） 平成２０年６月議会での一般質問の以降、ご指摘を受け 

た中で、火災報知器設置の義務化等の啓発を行ってきたところです。その啓発内容につ

きましては、西和消防署と連携を図りながら、「西消」、西和消防の広報誌ですね、西

消広報誌１１月号で、火災報知器設置義務化のチラシの各戸配布、秋に実施をしました

高齢者等の一人暮らし世帯に対する防火訪問の際での啓発、また出前講座、地区別防災

訓練、町の指令車に啓発ステッカーの張り付け等で啓発を努めてまいりました。 

 また、高齢者等への住宅用火災報知器の給付制度といたしまして、斑鳩町老人日常生

活用具給付等事業実施要綱、斑鳩町地域生活支援事業実施要綱を定め、概ね６５歳以上

の所得税非課税世帯に属する心身機能の低下に伴い、防火等の配慮が必要な寝たきり、

認知症等の状態である一人暮らしの高齢者や、火災発生の感知及び避難が著しく困難で

一定の所得以下の障害者については、上限を設け、住宅用火災報知器の設置に係ります

給付を実施出来る体制をとっているところであります。 

 両制度とも、その対象者の資格要件が限られていますことから、さきに申しました啓

発に合わせ、民生・児童委員を通して個別の啓発を行ってきたことや、身体障害者手帳

交付時に、その内容を示したパンフレットを配布する等で啓発を実施してきたところで
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ございますけども、両制度ともまだ給付実績がない状況であります。 

 今後の取り組みにつきましては、引き続き西和消防署と連携を図りながら、火災報知

器設置の義務化等の啓発を行い、高齢者等への住宅用火災警報器の給付制度の周知につ

きましても、平成２１年度の高齢福祉のその給付に関する予算額を、平成２０年度の１

万６，０００円から４０万３，０００円と大きく増額をして計上させていただいており、

この３月議会でそのご承認をいただきましたなら、障害者施策もあわせまして４月に、

民生・児童委員にその協力を再度依頼し、その対象者がいた場合には、申請を促してい

ただけるよう周知を図ってまいりたいと、このように考えているところでございます。 

 以上です。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 

○１３番（里川宜志子君） 厚生委員会でも、災害などの時の要援護者の関係について色 

々アンケートもとり、今後、詳細な部分については、民生委員さんに個別に聞き取り調

査をするんだというようなことも報告もいただいてます。やっぱりそういう時を活用し

て、お年寄り、去年も、今年に入っても、火災での死亡というのが斑鳩町でもございま

したので、やっぱり積極的にやっていっていただきたい。 

 それとあわせて、私、消防団員の皆さんにも、情報提供のご協力などをしていただい

て、地元にお暮らしのそういった方々に、ぜひそういうふうに情報を提供していただけ

たらなあ。どうしてもお年寄り疑り深くて、西消の方たち行かはっても、多分、ちょっ

とよう知らんなあと思うたら、ちょっと構えはるようなところもあるかもしれないんで

す、お話も。ですから、民生委員さんとか地元の方たちからそういったお話をしていた

だくということも、重要なことなのかな。 

 それと、要件が厳し過ぎるのかなあ。今後の課題としては、ちょっとそういう、ほん

との意味での火災を何とか防いでいく。お年寄りや障害者の皆さんの、災害弱者と言わ

れるような皆さん方を少しでも救っていこうということであれば、やはりそれらの条件

などの緩和ということについても、やっぱり考える余地があるのではないかな。 

 とりあえず、高齢者や障害者の地域生活支援事業、これらについては、なお一層努力

をしていっていただけるようにぜひともお願いをしておきたいということで、次の質問

に移らせていただきたいと思います。 

 最後の質問なんですけれども、新学習指導要領が改定になる。小学校では２０１１年、

中学校では２０１２年ですが、本年４月からは、これらの移行措置となって一部を先行
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実施するということで、特に小学校の４～６年生の算数と理科、中学校の数学と理科、

これらについては授業時間数をふやすんだというようなことも言われておりますけれど

も、それと色んな設備についても、国は細かいものについても予算をつけますというよ

うなことも打ち出されているような状況であるというふうに私は認識をしておるわけな

んですが、当町としては、この一部先行実施となっているものについて、新年度予算の

方でどのような取り組み状況になっているのかということをお尋ねをしておきたいなと

いうふうに思います。 

○議長（中川靖広君）  栗本教育長。 

○教育長（栗本裕美君） 学習指導要領につきましては、今、おっしゃっていただいたよ 

うに、来年度から小中学校とも前倒しで実施するというような内容がございます。 

 新学習指導要領の基本的な考え方でございますけれども、これは、１つ目に、教育基

本法で明確になっております教育の理念を踏まえた生きる力を育成、そして２つ目に、

知識、技能の習得と思考力、判断力、表現力等の育成のバランスを重視した内容、それ

から３つ目には、道徳教育や体育などの充実により豊かな心や健やかな体を育成すると、

こういうふうにとらえられております。 

 また、教育内容の主な改善事項といたしまして、１つ目に、言語活動の充実といたし

まして、言語は、知的能力活動やコミュニケーション、あるいは感性、感情、情緒の基

盤。具体的には、国語科において読み書きなどの基本的な力を定着させた上で、各教科

等において、記録、説明、論述、討論といった学習活動を充実させることとなっていま

す。 

 そして、理数教育の充実といたしまして、科学技術の土台である理数教育の充実を図

るため、国際的な通用性、内容の系統性、あるいは小中学校での学習の円滑な持続を踏

まえた指導内容を充実させることとなっています。 

 ３つ目には、伝統や文化に関する教育の充実といたしまして、国際社会で活躍する日

本人の育成を図るため、各教科等において、我が国や郷土の文化や伝統を受けとめ、そ

れを継承、発展させるための教育を充実させることでございます。 

 ４つ目には、道徳教育は道徳の時間を要として、特別活動をはじめ学校の教育活動全

体を通じまして行い、発達の段階に応じて指導内容を重点化し体験活動を推進するとい

うことになっています。 

 ５つ目に、体験活動の充実といたしまして、子どもたちの社会性や豊かな人間性をは
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ぐくむため、その発達段階に応じ、集団宿泊活動や自然体験活動、これは小学校でござ

います。そして、職場体験活動、これは中学校を対象に重点的に推進をされます。 

 ６つ目に、外国語教育の充実として、積極的にコミュニケーションを図る態度を育成

し、言語、文化に対する理解を深めるために、小学校高学年に外国語活動を導入をして

いくこととなっています。 

 この６つの改善点をもとに、小学校では、移行期間の２１、２２年度において、算数、

理科、体育が授業時間数の増となっております。それから、外国語活動が新設されるこ

とになります。一方、総合的な学習の時間は減少いたします。そして、２３年度は、国

語、社会の授業時間数の増を予定されています。 

 そして、中学校におきましては、移行期間の２１年度から２３年度までの間に、数学、

理科、国語の授業時間数が増加し、総合的な学習の時間、選択教科が減少します。さら

に、２４年度には、国語、社会、保健体育、英語の授業時間数が増加いたします。 

 各小中学校におきましては、授業時間数の増となりますことから、平成２０年夏から

新学習指導要領の研究を全教職員に行いまして、指導内容や時間数についても、学校の

実態を考慮し、新教育課程を中心に年間指導計画を研究し、準備を進めているところで

ございます。 

 さらに、斑鳩町独自の取り組みといたしまして、平成１７年度から実施してまいりま

した小中連携教育につきましても、地域や地域の先人に学ぶ道徳教育を推進すると共に、

各小学校で英会話指導を行ってまいりました。新学習指導要領の円滑な導入に役立つも

のというふうに考えております。 

 また、言語活動の充実といたしまして、従来より進めております学校図書の充実を図

りながら、小中学校での読書活動を推進し、読書習慣の定着と国語力の向上を図ってま

いりたいと考えております。 

 さらに、２１年度からは、計画的に新学習指導要領の先行実施及び全面実施に必要な

教材を整備してまいりたいと考えております。平成２１年度は、国による新学習指導要

領教材整備事業というのがございますが、これを活用しながら、小学校では理科・英語

教材、あるいは中学校では理科教材を購入する予定でございます。これに要する費用は、

小学校で、理科で８０万、外国語活動で２２０万、そして中学校の理科で８０万円の教

材整備の予算を計上させていただいているところでございます。 

○議長（中川靖広君）  １３番、里川議員。 
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○１３番（里川宜志子君） こと細かく丁寧に答弁をしていただきました。 

 最初に言うべきでしたが、私たち要求をこれまでしてきました小学校１年生の少人数

学級の実現ということについては、２１年度大変評価をさせていただいているところで

ございます。ところが、新学習指導要領の先行実施に当たりまして、さらに授業時間増

に伴い、少人数指導を対応するために、全国で１万４，０００人の非常勤講師、正職に

ついては１，０００人程度なんですが、非常勤で１万４，０００人を手当てすると。国

が３分の１、都道府県が３分の２費用を持って、これは国の費用で５８億円が見込まれ

ております。 

 こういったことを奈良県がどの程度取り入れて、斑鳩町にどの程度手当てをしていた

だけるのか、講師を充てていただけるのかという問題については、非常に私も、そのあ

たりどうなっていくのだろうと思ってたところだったものですから、こういう質問もさ

せていただきました。 

 理科につきましても、顕微鏡や望遠鏡や色んな物、ビーカー、フラスコ、こういった

物に至るまで国からお金がおりてくるというふうに聞いております。この先行実施の間

に、やっぱり子どもたちのために十分な整備をしていただき、そして十分な人的配置を

していただけるように、県への交渉もこれからも引き続き行っていただくようお願いを

いたしまして、私の一般質問、時間が参りましたので終わらせていただきます。ありが

とうございました。 

○議長（中川靖広君）  以上で、１３番、里川議員の一般質問は終わりました。 

 これをもって予定いたしておりました一般質問は、すべて終了いたしました。 

 なお、９日は午前９時から予算常任委員会の開催が予定されておりますので、関係委

員には定刻にご参集をお願いいたします。 

 本日はこれをもって散会いたします。ご苦労さまでした。 

         （午後２時５８分 散会） 


